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はじめに
情報通信技術の 進歩が商取引や経済行為に及 ぼす影響に つ い て は､ 80年代 の ニ ュ ー メ
ディ ア ブ ー ム の 時か ら様々 な指摘がなされて きた ｡ それらは未来社会が電子取引に より居
なが らに して 財 ･ サ ー ビス の 購入が可能な社会となる反面､ プライ バ シ ー やセ キ ュ リティ
等の 問題がある こ とを示した もの であ っ た｡ しか し､ 現実に は情報機器の 機能や価格､ 通
信サ ー ビス の 水準と価格がそ れらの 実現を可能とするまで に至 らなか っ た ことか ら､ 電子
取弓l･ 電子決済に伴う諸問題に つ い て は､ 特定企業 ･ 組織内での処理 にと どまり､ 特に法
制度的な対応がなされなか っ たとい っ て過言で はなか っ た｡
と こ ろが ､ ようやく世紀末を迎 えて ､ 企業経営の効率化やイ ンタ ー ネ ッ トの利用を目的
と したパ ソ コ ン等情報機器 の 大量普及時機が到来するとともに ､ 諸々 の政治経済情勢を背
景と した金融､ 情報通信分野等の 制度改革に より､ 電子取引 ･ 電子決済の基盤となる情報
通信ネ ッ トワ ー ク基盤が急速に整備される こととな っ た｡ それとともに ､ エ ン ドユ ー ザを
対象と した電子取引 ･ 電子決済が現実に行われる ようになり ､ 従来の対応で は処理 しきれ
ない 問題点が顕在化してくる こととな っ た｡ 来る べ き2 1世紀に は8 0年代に想定された
未来社会が現実となる ことが明白である｡ そ こ で ､ 本稿は電子社会を健全に発達させる観
点か ら電子取引 ･ 電子決済に関する法的諸問題を幅広く考察し､ その 問題点を明らか にす
ることを目的とする こととする｡
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以下で は ､ まず取引の 電子化をめぐる法的課題 を検討し､ 続 い て ､ 資金決済の 電子化を
め ぐる金融制度上の 問題を扱う｡
なお､ 本研究に 際して は(鮒大川情報通信基金の ご支援をい ただ い た ことをこ こ に記 し､
謝意を表した い ｡
Ⅰ 取引の 電子化をめぐる法的課題
民事商事の 経済行為 (- 取引) ､ 行政手続行為等従来私人が 口頭若しく は書面に より
意思表示を行 っ て きた 分野に も情報通信技術を採用するケ ー ス が増加して きた｡ 法律行
為論で は通信手段に よる意思表示に つ い て は例外的な取扱としてきた ことか ら､ 原則と
しで情報通信手段に より法律行為が行われると いう事態は従来の実定法で は十分想定さ
れて い ない ｡ その ため ､ 企業間で は契約 レベ ル で様々な対応が 図られてきたと ころで奉
る ｡ しか し､ 各種の 法制度が書面主義 ･ 対面主義をとる ことから ､ 契約 レベ ルで の実行
を阻害して い る場合が ある ｡ また ､ 一 般の 国民 ､ 利用者を含む電子取引で は契約的手法
に は限界がある｡
1 電子取引 (Electr o nic Co mmerc e) を阻害する制度の 改正
(1) 商取引､ 契約等に おける書面主義 ･ 対面主義の 是正
民事商事の 契約 は､ 当事者の合意で成立することが原則だが ､ 実際に は契約書が作成
され ､ 証拠と して用 い られる こ とが 一 般的で ある｡ また ､ 商行為関係は要式行為も多く
(株券､ 社債券､ 仲立営業 の仕切書､ 運送証券 ､ 倉庫証券､ 保険証券､ 船荷証券､ 手形
･ 小切手等) ､ 特別法で書面 の交付義務を課すもの も多い (通信販売､ 割賦販売､ 証券
取引､ 旅行代理業等の 取引等) ｡ こうした書面に よる契約内容 の相互確認は､ 署名また
は記名捺印に より原本が確定される ことが通常で あり､ これを電子的な手段で行うこと
は従来は不可能であ っ た｡
しか し､ 経済の情報化が進むに つ れ､ 意思表示の合致たる契約 に つ い て も､ 情報通信
手段に より電子的に なされ ､ そ の まま有効に機能する こと (以下 ､ ｢電子取引+ (
Ele ctI-O nic ComTnerC e)と い う｡ ) が可能とされる必要が生 じて い る o そ の た めに は､ こ
れらの 法令の規定の見直しが必要で あるが ､ そ の 際問題となる の は､ i 書面に代わる
電磁記録の 原本は何か ｡ ji 署名に代わる本人性の 確認方法はどうするか ｡ の 2点で あ
ろう ｡ 原本に つ い て は､ 電磁記録自体とせ ざるを得ない (プリ ン トア ウ トしたもの とす
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ると原本が幾つ もできて しまう｡ ) であろうが ､ 事後の 改ざん や消失を防ぐために は､
電子認証技術による内容の真正性の確保､ 記録を双方で 保管する制度､ 記録を第三者機
関に寄託する (公正証書の ようなもの) 制度等の 整備が必要となろう ｡ ま た ､ 本人性の
確認 は､ 暗号技術の活用 に より､ 電子印鑑証明や電子署名が技術的に実現可能で あるが ､
社会制度と して これをどの ように実現 して いくかが課題で ある (後述(2)参照) 0
また ､ 販売契約に当た っ て取引条件の 対面説明 (宅地建物取引､ 旅行) ､ 店舗販売の
原則 ( 医薬品) 等の 規制があるもの ある｡ 消費者保護の 目的を維持しつ つ ､ 可能な限り
情報通信に よる販売ができるよう見直す必要があろう｡
なお ､ 電子契約の際の行為能力､ 意思表示の澱症等に つ い て は原則として民法の 規定
が適用される ことになるが ( 特約で不適用とする こと はできない と解されて い る｡ ) ､
そ の 問題点に つ い て は後述する (2参照) 0
(2) E DI (Ele ctr o nic Data lnte r cha nge)､ C A L S(Co 皿 e r C e atLight Spe ed)
E D IやC ALS とは主と して 企業間の電子情報交換の ことであるが ､ 情報通信技術
上の 問題 よりも､ デ ー タの 互換性が問題となる｡ 具体的に は､ 契約行為を含む取引全体
の 流れの 申で ､ 当事者間で は注文書､ 承諾書､ 送付書､ 受取書､ 代金請求書､■領収書等
各種の取引文書の 交換が行われるが ､ この 様式 (ビジネス プロ トコ ル とい う｡ ) は､ 各
企業､ 業界毎にばらばらである のが現状であり､ そ の 様式の 統 一 化を進めることに より､
取引の電子化が容易になる｡ ED Iとは異なる企業間で 商取引の標準化されたフ ォ
ー マ
ッ トの デ ー タを通信ネ ッ トワ ー クを介して コ ン ピ ュ ー タ間で 直接交換する ことをい い ､
米国で は､ A NSI ( 米国規格協会)Ⅹ1 2標準､ 欧州で はTDI標準が確立し､ 1 9
92年末に は国連の 提唱するU N/ED i FA CT標準に両者とも生かされて い る ｡
こ の よう に欧米で はE D Iがかなり普及 して い るようであるが ､ わが国で は､ 系列取引､
流通制度の凄い から､ やや遅れて いるのが実態で あり､ 政府として も､ 情報処理の 促進
に関する法律第3条の 2の 電子計算機の 連携利用 に関する指針を業界毎に作成し､ E D
Iを含む電子計算機の連携利用の促進を図る ことと して い る ｡ 現在各業界毎の標準化が
進められて い る ほか､ 一 部の 業界で は関連の 他業界との標準の 統 一 も進められて い る｡
特に ､ 通関 ･ 貿易関係で は､ 大蔵省と通産省の外郭団体により業界をまたがるペ
- パ ー
レ ス シス テ ム の 構築が進め られて い る｡ ただし､ 各業界及び各企業は独自の ビジネス プ
ロ トコ ルを使用 して きた歴史があり､ 業界内､ ある い は異業種間で の取引デ ー タの処理
- 3 -
に情報通信の 利用が不可欠で あると い う意識が浸透するに はなお相当の時間がかかると
見られて い る｡ ま た ､ 業界間で の 統 一 が困難な場合に は､ E D Iフ ォ ー マ ッ ト変換をサ
ー ビス と して提供する第二 種電気通信事業 (V A N) に より ､ 実際上の 支障を減少させ
ることも可能である (E D I サー ビス の 売上はV A N業務の 中心 と して 増加して い る｡
) 0
こ の ほか ､ E D Iの実現 に当た っ て は ､ 電子取引 一 般と同じように電子認証 ､ 電子公
証 ､ セ キ ュ リ ティ 等 の 問題 がある. さ らに ､ 意思表示 の堀症等に つ い て特例を設けるか
どうかに つ い て も検討が必要である (後述2参照) 0
最近で は､ 製造､ 物流､ 保守､ 更改等を含めた 製品に係わる全て の要素の 電子的な コ
ン トロ ー ル をめざした C ALS (Contin u o u sAcquisition a ndLife cycle Suppo rt) と
い う概念が E DI の上位概念と して提唱されて い る｡ さ らに製品だけでなく ､ 経済行為
全般に それを及ぼ したC ALS (Co m m e r c e atLight Spe ed)と いう概念も使われはじめ
た｡ なお､ 後述する EFT (Electr o nic Funds Transfe r) もE D Iの金融面の 姿を示し
た概念で ある (Ⅱ1参照) 0
(3)政府との手続行為の 電子化
政冊と の 関係で必要とされる法令上の 国民の 行為､ 即ち､ 申請 ､ 届出､ 報告等の 各種
行政手続､ 財務 ･ 税務会計上 の手続､ また､ 裁判に おける手続や選挙手続等に つ い て も
情報通信の利用 に よる電子化が可能な分野で あり ､ その 検討が進められて いる ｡
① 行政手続
行政に対する各種 の許認可の 申請､ 登録 ､ 届出､ 報告と い っ た行為は､ 申請書等の 書
類を行政庁に提出すること を前提に行政関係の 法令は定められ て い る ( 申請･ 届出の 書
類を様式と して定めて い る の が通常｡ ) ｡ したが っ て ､ 特別に法令で 定めな い 限り､ 電
子的な申請､ 通信に よる申請等は認 められない ｡ しか し大量処理 の 必要な分野で は､ 行
政庁内部で の情報 シス テム化が進んできて いる (住民票､ 印鑑証明の交付､ 戸籍､ 登記 ､
社会保険等) ｡ 国民の 申請等を電子的に行うことを法律 レベル で認めたもの として は､
国 レベ ル で は､ 特許等の電子出願 シス テ ム (平成2年工業所有権に 関する手続等の特例
に 関する法律) ､ 関税等の納付申告の 通関情報 シス テ ム (昭和5 2年航空運送貨物の税
関手続の特例等に 関する法律 (平成3年に題名変更し､ 電子情報処理組織に よる税関手
続 の樽例等に関する法律) ､ 建築確認申請 の電子化 (平成5年建築基準法施行規則の 改
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正) ､ 建設業の 許可等の 電子化 (平成6年建設業法の 一 部改正) ) 等がある ( 最近 の規
制緩和の流れ の 中で ､ 各種の 届出等の 資料を磁気ディ ス ク に より提出する こ とを認め る
た めの措置が省令 ･ 通達 レベ ルで 各省庁に より講じられっ っ ある｡ ) ｡ い ずれも紙ベ ー
ス の 申告､ 出願を前提とする法律の特例法と いう形で ､ みなし､ 推定等の 規定を置く こ
とに より､ 従来の行政手続に還元する ことと して い る ｡
行政手続の 電子化に より､ 国民に と っ て処理の ス ピ ー ドア ッ プと費用の 削減が可能で
あるとともに ､ 行政側の コ ス トも削減が可能となる｡ 同様に大量処理 の必要な他の分野
にも応用が可能であろう｡ ただ し､ 本人確認 ､ 内容の 真正性が重要な行政手続の場合に
は､ そ れらの 技術の 確立が前提条件となる｡ こ の点に つ き､ 平成7年1 1月か ら内閣の
｢高度情報通信社会推進本部+ におい て 申請書類､ 帳票類等の電子化に つ い て検討が進
められて い た が ､ 平成8年6月 に制度見直し作業部会報告書が取りまとめられ､ 政府と
して そ の推進を図ることとされた ( 同推進本部決定平成8年8月7 日) ｡ これを受けて ､
平成8年9月2 日に は行政情報シス テム 各省庁連絡会議で ｢電子化に対応 した申請 ･ 届
出等手続の 見直し指針+ が策定され､ 本人確認 ､ セキ ュ リティ の 確保や手数料の納付方
法等の課題の 解決方策を検討するとともに ､ それらの 問題の 少ない分野から早急に電子
化を進めることが了承された｡ また､ 規制緩和の 一 環と して 申請 ･ 届出の 電子化ペ ー パ
ー レ ス 化を含む ｢申請負担軽減対策+ が平成9年2月1 0 日閣議決定された｡
② 財務 ･ 税務会計手続
会計の計算シ ス テ ム の 電子化は経理部門の合理化のみならずリア ルタイ ム で の 経営情
報に対する ニ ー ズの 高まりから先進国で は相当進展して おり､ 従来の発注､ 納入､ 請求､
受領の等の伝票による手作業の 会計記帳､ 週計､ 月計､ 合計残高資産表作成や､ 原価計
算､ 在庫管理 ､ 経営財務分析等は､ 今日で は､ そ の大部分が情報シス テ ム で置き代わ っ
て い るとい われる｡ ( 特に コ ン ビ ニ の PO Sシス テ ム は､ 商品の販売と同時に会計上の
処理も瞬時に終了する ｡ )
しか し､ 法定の会計書類 (計算書類､ 財務諸表) は､ 商法､ 税法､ 証券取引法等の規
定をみる限り､ ｢書類+ ､ ｢閲覧+ ､ ｢謄本の保管+ ､ ｢公告+ など､ 従来の 紙に記さ
れた形態を前提とした規定とな っ て い る ｡ 法務省で は平成7年3月 に商法上の商業帳簿
に つ いて電子媒体で の 保存を認める解釈を公表して い るが ､ 法解釈だけで 全て を電磁的
記録で 代替する ことを認 めるこ とができるかどうか疑問が残る｡ 特に秘法に よる会計帳
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簿の 7年間の 保存義務は電子化を認 める ことが急務の 課題 で ある｡
ただ し 一 方で ､ 電子化が犯罪捜査､ 税務調査上の 障害となりうると い う問題点もあり､
犯罪対策の 観点か らは暗号鍵の 預託制度や暗号化の 禁止等の 措置の 必要性が指摘されて
い る｡ また 税務調査に 関して ､ 国税庁の研究会の 報告書で は､ 帳簿類の 電子デ ー タ に よ
る保存を認める条件と して ､ 真実性と可視性の 確保が不可欠と し､ 真実性の確保の ため
に はデ ー タの訂正 ､ 加除の 履歴の 確保や処理 プ ロ セ ス の適正性 の 確保等が必要とし､ 可
視性の 確保 の た めに はディ ス プ レイ ･ プリ ンタ ー の設置等の義務づ けやデ ー タ保存の安
全性が必要として い る ( ｢帳簿書類の 保存等の 在り方に つ い て+ ( 帳簿書類の 保存等 の ･
在り方に関する研究会) 平成9年3月 2 6日) 0
(①及 び② の 問題 に つ い て は ､ 電 気通 信審議会答申 ｢2 1 世紀 の 知 的 社会 へ の 改革 に 向
け て 一 情報 通 信基 盤 整備 プ ロ グ ラ ム - + ( 平成 6 年 5月) ､ 通 商産 業省 ｢高度情報化 プ
ロ グ ラ ム + ( 平成 6 年 5月) ､ 内閣 ｢高度情報通 信社会 推進 本部 制度見 直 し作業部会 報
含蓄+ ( 平成 8年 6月) 参照)
③ 司法手続
裁判所とは裁判の 機関で あると 同時に文字通り､ 具体的建物をも意味するもの として
訴訟手続はある建物の 中で行われる こ とが現在の 制度の 暗黙の前睡とな っ て い る｡ ( 刑
事訴訟法､ 民事訴訟法に は当事者や証人の 呼出､ 出頭､ 勾引な どの規定がある ことか ら
もいえる｡ )
しかし､ 訴訟手続 にお い て証人尋問や各種鑑定の 際にテ レビ会議 シス テ ム 等を用い る
ことが できれば､ 証人等の 負担の軽減と審理 の効率化に資する｡ この た め､ 民事訴訟 で
は平成8年の 民事訴訟法大改正の 中で争点整理 や証人尋問に電話会議や テ レ ビ会議を使
用する ことを認 め る内容 の 改正が盛り込まれた (平成8年6月 2 6日法律1 0 9号 1
7 0条3項､ 17 6条3項､ 2 0 4条) ｡ しか し刑事訴訟に つ い て は特に検討されて い
ない ｡ 裁判制度とりわ け刑事裁判の 在り方をどう考えるかにもよる問題 である｡ 裁判手
続の 電子化が さらに進めば､ 証言 ､ 証拠を示しつ つ 弁論を行う こと自体 は情報通信技術
で十分可能であり､ 法廷自体がテ レビ会議化する可能性も否定する こと はで きない (バ
ー チ ャ ル コ ー トと い うもの が考え られる. ) 0
もう 一 つ の 面と して ､ 取引の電子化に よる各種の電磁的記録の増加に より､ 電磁的記
録が証拠と して提出される ことが 一 般化してくる｡ 民事訴訟法上 ､ 文書と言え ない電磁
的記録は証拠調べ を書証 で はなく検証とする こととなるが文書と して扱う べ きで あると
する説もある ｡ また ､ 電磁的記録に どれだけの証拠力があるかも議論が ありうる ｡ この
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問題 は真正性の 問題と して技術的に対応する ことがで きる部分がある ｡ 電子認証 シス テ
ム により電磁的記録の公証や印鑑証明が可能であり､ その ような制度が整備されれ ば､
電磁的記録 の証拠価値を高め る ことができる (2(1)参照) ｡ ただ ､ 裁判所における事実
認定に関して自由心証主義を採る我が国で は ､ 最終的に は裁判官の心証 の 問題 として ､
かなり柔軟に対応する ことが可能で ある (こ の 問題に つ い て は内田 貴 ｢電子商取引と
法 (4 ･ 完)+ N B L603号28 - 3 1頁で 分析されて い るの で参照され たい ｡ ) 0
④ 選挙手続
公職の 選挙に つ い て は､ 候補者の 政見放送､ 電話等に よる選挙活動が従来みられると
ころ で あるが ､ イ ンタ ー ネ ッ ト等の 映像情報通信手段の 発達に より､ 新たなメ ディ アが
選挙活動に利用される可能性が高ま っ て いる｡ 一 方公職選挙法で は､ 文書 ･ 図画の 配布
制限､ 個別訪問の禁止等選挙活動に 一 定の制限を設けて い る｡ イ ンタ ー ネ ッ トもその制
限の 対象に含まれると解されて い る｡ 新たな情報通信手段の 利用に つ い て公職選挙法が
どう対応する の かは立法政策の 問題 とされる (個別訪問の合憲性に関する ⊥ 連の最高裁
判決参月削 が ､ 利益誘導のおそれに配意しっ っ もできるだけ自由な選挙活動を認めるこ
とが適当であろう｡
一 方､ 投票 シス テ ム の 電子化に つ い て も検討の 必要がある｡ 投票率の 向上と開票作業
の 自動化迅速化の 観点から有権者の 確認や無記名性が技術的に確保される ことを条件に
(電子署名､ 電子認証 の 問題である ｡ ) 電子的な投票手段を認 める余地があろう｡ 過渡
的に は諸外国で行われ て い るように電子投票機械を投票所に設置して使用する形態か ら
導入されることもやむを得ない ｡ さらに ､ 選挙の投票で はない が ､ 同じ技術を利用 して
有権者の意識調査や支持率等の調査を随時行うことが可能である｡ い わゆる国民 ･ 住民
投票制度に つ いて はその 法的効果など憲法が定めた代表民主制との 関係で慎重に検討す
べ き問題点が多い が ､ 民主主義の 一 つ の道具と して利用する ことか技術的に は可能とな
る ｡
(4) そ の 他
こ の はか､ 小切手 ･ 手形に つ い て はまだ証券の呈示が必要とされるが ､ 社債+ 国債､
株券等に つ い て は特別法により､ 登録制度や振替決済制度が導入されて い る ｡ 書面に よ
る取引の確認が全て不要とされて いるわけで はな いが､ 金融関係の電子取引化の先例と
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な るもの で あろう (金融関係に つ い て は後述する ｡ 2(1)参照) (注)｡
なお ､ 以上､ 文書に よる処理が義務付け られ てきた分野と して契約､ E D I､ 行政手
続等に つ い て みて きたが ､ 企業活動に は､ こ の はか ､ 営業活動､ 製造､ 運送 ､ 役務提供
な どの 分野がある ､ こ れら は事実行為と して は電子化の必要がな い ( 営莱等) また はで
きない ( 製造､ 運送 ､ 物理 的な役務提供) 分野で あると考え られる ｡ 各種 の経済活動の
情報化の 中で モ ノ の運送と ヒ トの 物理的労務提供に係わる部分は情報化 ､ 電子化の 困難
なもの と して 最後まで残るもの で ある ｡
( 注)こ の 点 に 関 して ､ 福瀧 博之 ｢手 形 小 切手法の 現 代 的 課 題 一 紙 ( 証 券) を用い な い
有価証 券 の 可 能性 - + (高窪 利 一 先生 還 暦 記 念 ｢現 代 企 業法 の 理 論 と実 務+ 経済法
令研 究 会 1 9 9 3年 2 5 4頁以下) 参照
電子取引 の 円滑化の ための 法制度の 整備
以上述 べ たような各分野で電子化を阻害する制度が改正され ると して も､ そ れだけで
は十分で はな い ｡ 従来の 書面ある い は対面を原則と した取引を電子取引 に置き換えよう
とする場合､ 新たに生 じる問題に対応 しなければならない ｡ それ は対面で なくなる こと
に よる ､ 本人性の確認 の困難性､ 書面で なくなることに よる偽造変造の 危険性及び保存
の 困難性 に どう法的に対応するかと い う問題 で ある ｡ 具体的に は既に各所で指摘 したよ
うに意思表示 の主体や内容が真正で あ る ことの 確認方策の 問題と意思表示の 到達等民法
の 原則と の 関係である｡
(1) 本人性 の確認 ､ 取引内容の 真正性の確保方策
① 電子認証 シス テ ムの 必要性
電子取引の場合も､ 一 方当事者か ら電子的なデ ー タに よる意思表示がなされ ､ それに
対 して他方当事者か らまた意思表示が電子的になされること に よ っ て ､ 意思表示の 合致
に至ると い う プロ セ ス がある｡ 一 方的な通知の 場合に もその 電子デ ー タ の 到達 ･ 受領を
確認する こ とが行われ るで あろう｡ これらは従来の対面 ･ 書面に よる手続きと パ ラ レル
に考える ことが可能であり､ またそ れを変更する必要性も認め られな い ｡ しか し､ 対面
･ 書面の場合に は､ 本人確認は運転免許証等の IDや印鑑証明に より､ 内容は書面に捺
印した契約書を双方が保管する こと により､ ある い は公正証書を作成する こと によりそ
の 真正性を確保する ことが できる の に対 して ､ 電子デ ー タがそ れ に記述されて い る主体
本人か ら送信されたか どうか ､ 受信された電子デ ー タが送信した電子デ ー タと同 一 で あ
るか どうかを確認する ことは従来の仕組みで は困難で ある｡ そ こで ､ 公開鍵暗号技術を
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用 い て電子署名､ 電子認証を行うことに より ､ 各種の確認を行う必要がある ｡
本稿で は暗号技術や電子署名 ･ 電子認証技術自体の 説明は参考文献に譲り ､ こ こで は
技術白勺に本人確認と内容証明が可能である ことを前提に ､ 社会的制度と して それをどう
具体化して い くかを検討する｡ なお ､ 以下電子署名､ 電子内容証明 (公証) ､ 電子送達
証 明及 びそれ に付随する暗号鍵の 作成等の業務を行うシス テ ム を包括して ｢電子認証 シ
ス テ ム+ とい う こととする｡
E D Iの 現状を見れば ､ そ の ような高度の 暗号を利用するまで もなく､ 企業内や特定
企業間の 閉鎖的なネ ッ トワ ー クにおい て ED I契約等に より特定者間で予めその 仕組み
を合意して おく こ とが可能であり､ それで足りることになる｡ しか し､ 不特定者や不特
定企業との 問で電子取引を行うために は､ 個別契約で対応する こと は困難で ある ( 行政
手続の情報化で も同様の 問題がある｡ ) ｡ そ こ で次に金融機関A T M利用契約の ように
普通契約約款に よる方法が考え られる ｡ 市場支配力の ある企業は事実上そ の取引先に対
して特定の主体 ･ 方式 の電子認証 シス テ ムの利用を強制する ことがで きる ｡ 金融機関等
の 大企業とと消費者の 関係で も同様である ｡ また行政機関と国民の場合も同様であろう｡
そ れぞれ の場合に構成員の 関係に応 じて必要なシ ス テ ム を採用すればよい (結果的にデ
フ ァ クトの単 一 シス テ ムが形成される可能性はあるが､ そうならない可能性もある. )
とい う考え方もありうる ｡
② 公的規律の 必要性
しか しなが ら､ そ の ようない わば自由競争に依存させる場合には､ 企業間で は公正取
引上の 問題が ､ 消費者と企業の 問で は消費者保護やプライ バ シ ー 上の 問題が ､ また行政
機関と国民の 間で はプライバ シ ー の はか規制緩和や国民の 負担の観点で 問題が提起され
る可能性があるo それぞれの観点から 一 定の 公的規律が必要とな っ てくるであろう. 電
子認証 シス テ ムが社会の基本的な制度となればなるは ど､ そ の 公共的性格が強まるであ
ろう｡
また ､ 最も問題となるの はそ れぞれ の シス テ ムが並立する可能性がある こ とである ｡
シス テ ム間で の 相互運用性がな い場合に は 一 人の 国民が経済活動に応じて多くの 電子認
証 シス テム を使いわける必要が生じる｡ 行政手続も各省庁の シス テ ム毎に異なるこ とに
なる危険さえある ｡ 従来の 印鑑証明や公証制度等が公的にか つ 一 元的に提供されて きた
こととの 対比からは､ この結論が社会的に受け入れ られな い ことは容易に想定される｡
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こ の事態 を回避するため に は､ シス テ ム 問の 相互接続性､ 相互運用性を確保する こと
に より ､ 実質上 一 つ の シ ス テ ム に よ る電子認証サ ー ビス を受ければそれが他の シス テ ム
にも利用できるよう にする こ とで ある｡ オ ン ライ ン で認証をする場合に も情報通信ネ ッ
トワ ー ク は全国に つ なが っ て い る ことから､ 異シス テ ム が併存 して もそれぞれ代替的に
接続で きる の で あれば､ 公的機関に よる 一 元的提供とする必要 は必ずしもない こ とに な
る
`
｡
また ､ 公 的機関に よる 一 元的提供とする場合にも諸外国の シス テ ム と の 間で 同様の 問
題が生じる可能性がある｡ ･ 公的機関に よる提供とする にせよ､ 個別 シス テ ム の 併存を認
め る にせ よ ､ そ の 相互接続性 ･ 相互運用性の確保を義務づ け る必要が生 じる ｡
以上の ように ､ 公共性の観点と相互接続性 ･ 相互運用性の観点から電子認証 シス テ ム
を提供する機関の 在り方に 関して は公的規律が必要となる｡ これに関して は､ 既に平成
7年度以降通産省 (｢電子商取引環境整備研究会+ 最終報告平成9年3月目途) ､ 郵政
省 (｢ネ ッ トワ ー クを通 じた恵証業務の在り方に関する調査研究会+ 報告平成9年5月
目途) ､ 法務省 (｢電子取引法制に関する研究会+ 報告平成9年度末目途) 等各省庁に
お い て検討が進め られて い ると ころである (注1) 0
一 例と して ､ 郵政省の研究会で ある ｢電子決済､ 電子現金とそ の 利用環境整備に 関す
る調査研究会+ の報告書 ( 平成8年4月) によ れば､ 電子認証 シス テ ムを提供する ｢認
証機関+ の 設立要件と して ､
i 公開鍵登録申請者の本人確認事務が厳正 で ある こと
i 暗号技術等に 関する専門的な知識を有 して い る こと
ii 公平性 ･ 中立性が確保されて いる こと
iv 公開鍵の管理等に関するセキ ュ リテ ィ 確保が図られて い る こと
Ⅴ 公開鍵の配信 ･ 更新 ･ 破棄及び公開鍵証 明書の 発行が迅速で ある こと
vi 認証機関の サ ー ビス が簡単に利用で きる こ と
Ⅴ立 内部の不正 防止措置が講ぜ られて い る こと
vLi 個人情報 ･ プライ バ シ ー 保護が図られて い る こと
ix 財務基盤が確立して い ること
Ⅹ 通信の秘密の 確保が図られて いる こと
Ⅹi 他の認証機関との 相互接続性 ･ 相互運用性が確保され て い ること･
の 11項目が挙げられ て い る｡
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③ 電子認証 シス テ ム の提供主体の在り方
上記 11項目に つ い て 更に考えてみると､ ① ｢認証機関+ の専門業務性か ら当然必要
な要件 (i本人確認能力､ 辻暗号技術能力､ ivセ キ ュ リティ 確保､ v五不正防止措置､ Ⅹ
通信の秘密確保) ､ ②公 的規律によ っ て そ の 水準を高める必要があ る要件 (ii公平 ･ 中
立性､ Ⅴ 業務の迅速性､ vi利用 の簡便性､ vBプラ イ バ シ ー 保護､ i五経営安定性) ､ ③公
的規律に よる確保が不可欠である要件 (Ⅹi相互接続 ･ 運用性) の 三種類に分ける ことが
できよう｡ ①の要件は純粋な民間事業と して提供される場合で も満たされる こ とが期待
され ､ ま た ､ そ の ようなサ ー ビス でなけれ ば利用される可能性はない o したが っ て ､ 市
場競争に委ねて も実現されるもの で あり ､ この 場合に課される公的規律はこれらの 要件
を満た して い る ことを確認的に認定するもの となる ｡ それ に対 して②は公的規律がなけ
れば十分な水準が確保され ない可能性がある要件で あり､ 消費者保護やプライ バ シ ー 保
護､ 利用 の 公平や簡便性､ それらを支える業務の 安定継続性の 確保等が含まれ る｡ ③は
複数 シス テム の 併存を認 める場合に不可欠の要件と してすで に述 べ たもの で あり､ 公的
規律がなければ十分な確保が期待できないものある ｡
こ れらの要件を全て満たす ｢認証機関+ とはどの ような主体であろうか ｡ 鵠 つ か の 選
択肢が挙げられるで あろう｡ - つ に は行政械関が考えられるo 行政機関とい っ て も法務
省の下部機関として 一 元的行政機関を設ける方法 (注2) ､ 地方公共団体の機関として
多元的に設け､ 相互接続 ｡ 運用性を確保する方法がある ｡ いずれにせ よ新たな機関を設
けて ､ 暗号技術や通信技術等の専門業務能力を取得させる必要がある｡
ま た､ 行政機関で はない が ､ 公 的企業として ､ 新規また は既存の特殊法人や現業機関
も考えられる｡ 既存の もの の 中で は暗号技術や通信技術等の観点か らは､ N T T､ K D
D が有力な候補となるし､ 全国的なサ ー ビス態勢の観点か らは､ 米国やカナ ダの ように
郵便局が提供する ことも考え られるであろう｡
民間企業とする場合に は､ 公的な機関の 場合に は問題とならない公共性に 関する要件
を満た した者で あることを確保するために ､ 法律により事業開始に許可制又 は事前登録
制を設け､ 国による監督の 対象とする必要がある ｡ 公的規律として ､ ①②及び③の 基準
が､ 義務又は努力義務と して規定される必要があるが､ 特に ､ 中立性､ セ キ ュ リテ ィ ､
プライ バ シ ー な どに 関して ｢認証機関+ の信教性が担保されること ､ 全国的に サ ー ビス
が提供されること ､ 利用者 へ の負担が小さ い こと (サ ー ビス に グレ ー ドがある ごとは可｡
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) ､ 相互接続 ･ 運用性が確保される こ とが重要で ある｡ 罰則に関して職員の 公務員みな
し規定も必要で あろう｡ .
なお ､ 民間企業に は有力な候補と して金融機関や電気通信事業者が含まれ る ｡ また ､
民間企業と特殊法人が併存する ことも可能であろう｡ ( 注3)
( 注1) 法務省民 事局 に 置 か れ た ｢電 子 取引 法制に 関 す る 研 究会+ は ､ 平成 9年 3月 2
1 日 に中間 報告書 を と りま と めた ｡ そ の 中で は ､ 電 子 認 証 ､ 電子 公証 制度 の 公 的
規律 の 必要 性を指摘 し ､ 民 間 企 業に よ る認 証 機関 を否定 し な い も の の ､ 最 上 位 の
認琴機関 と して 法 務 省 の 商業登 記 機関 や公 証 役場 ･ 法 務局 の 活用 に 対 す る期待 が
大 き い と し て い る ｡ ま た ､ 電 子 認 証 ･ 公証 制 度を含 め 電 子 署 名 の 効 力 に 関す る
｢電 子 署 名法 ( 俵 称)+ の 制 定 の 必 要 性 を提 言 して い る ｡
( 注2) 法 務 省で は 各 地 に 設 置 さ れ て い る登 記 所 等 の 活 用 を検 討 して い る ( 注1 参照) 0
既 存 の 機 関 を活 用 す る こ と ば 効率 的 で あ る が ､ 従来 の 業務 と 全く 異 な る新 たな 業
務 を担 当さ せ る こ と に な る点 で は 事 実 上 新た な機関 を 設 置 す る の と 同等 で あろ う ｡
( 注3) ｢認 証 機関+ の 問 題 に つ い て は ､ こ の ほ か ､ i 電 子 認 証 に用 い る暗号 技術 が米
国の 特許 に か か る も の が あ り ､ そ の 円滑な利用 に 関 して 国 際貿易 上 の 間 者 が あ る
こ と ､ 辻 高度な 暗号 技術 の 利用 が 犯 罪 や マ ネ ー ロ ン ダリ ン グ の 摘発 を 阻 害す る危
険が あ り ､ 暗号 鍵を 政 府や認 証 機関 に 預 託 し､ 令状 に よ り 開示 さ せ る 制 度 ( キ ー
エ ス ク ロ - 制 度) の 必 要性 ､ Bi現 在複数あ る 電 子 認 証技 術が 競争 の 結果 実質上 一
つ の デ フ ア ク トス タ ン ダ ー ド化す る 可 能性が あ り ､ 公 的 な コ ン ト ロ - ル を超 えて
特定 の シ ス テ ム の 利 用 が不 可 欠 に な っ て しま う こ と ､ iv 電 子認 証 シ ス テ ム を提 供
する 事業 の 監 督 を どの 官庁 の 所管と する かが 未定で あ る こ と ( 従来の 公 証 シ ス テ
ム は 法 務省 ､ 印鑑 証 明 は 自治 体 ､ 内容証 明郵便 は 郵政省 で ある が ､ 電 子 認証 シ ス
テ ム はそ の は か電 気 通 信事業 で もあ り ､ 商取 引 の 支援機能 で もあ る の で 従来 め 縦
割り 行政 シ ス テ ム で は捉え き れ な い 広が り を有す る ｡ ) と い っ た 検討課題 が 残 さ
れ て い る o
(2) 取引の 成立時期 ､ 行為能力の制限等民法の特例
電子認証シス テ ム の確立 の はか に ､ もう 一 つ 重要な問題と して ､ 電子取引の成立時期
や無効､ 取消等に つ い て ､ 従来の 制度と同じ制度をその まま適用して よい の かとい う問
題がある｡ 我が民法が意思主義を採用 し､ 書面を要件とせず意思表示の 合致により契約
が成立するとし､ 一 方意思表示の畷庇に 関して 一 定の ル ー ルを設けて い る こと はい うま
でもない が､ 実際に は意思表示の証拠と してま た誤解や錯誤を避ける観点か ら広範に書
面による意思表示 の 確認が行われて い る ことも事実である (さ らに商事取引や消費者保
護の観点から書面が義務付 けられて い る場合もある｡ ) 0
電子メ ディ ア に よる取引は､ ある意味で は書面を要 しな い意思主義 の典型的発現形態
とみる こともで きるが ､ 従来証拠の 確保等の 目的で書面が広範 に作成されて きた 事情に
かんがみれば､ 現時点で は実体社会に根本的な変化があると は言えない ことか ら､ 取引
に関して書面化の要請がなくな っ たと はいえない と見る べ きで あろう｡ 電子メディ ア に
よ る取引 は ｢紙+ に よる書面を不要に し､ 意思表示の 発信受信が 限りなく光速に近 づ け
るもの で はあるが ､ 意思表示の 確認 の 必要性や電子的な記録の保管の 必要性は､ 従来同
様に存在するとい う こ とに なる｡
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したが っ て ､ 基本的に は民法の 一 般原則はそ の まま適用されると考える べ きで あると
言える こ とに なる｡ しか し､ 以下の よ うにそ の まま適用すると若干問題が生 じる場合が
い くつ か見られる｡ 今後さ らに検討を要する課題で ある｡
(∋ 契約の 成立時期
対面で 契約する場合と異なり､ 意思表示が合致した ことの 確認方法が問題となる ｡ 民
法で は隔地者間の意思表示に つ いて 到達主義を原則としつ つ も (9 7条) ､ 契約の場合
には承諾の発信時を契約の 成立とみる5 2 6条の規定がある｡ 発信か ら到達まで に 時間
を要する場合を想定した 規定で あるが､ 電子取引の 場合に は瞬時に到達する の で あ るか
ら､ 到達主義の 原則を維持して相手方の 取引の 安全を確保することが望ましい ( 内田
貴 ｢電子商取引と法(2)+ N B L6 02号19 - 2 0頁と同旨) ｡ さらに各意思表示の到
達 に つ い て も受信確認が迅速かつ 容易に可能であるから､ 契約の 成立を承諾 の意思表示
の 到達が確認された時点とすることさえ可能である o (吻日本情報処理開発協会産業情報
化推進セ シタ ー (CI I) が平成8年3月 に作成した ｢デ ー タ交換協定書 (参考試案
二)+ 第8条に おいて も受注デ ー タ の伝達時 (当事者が求めれば伝達の 受信確認時) を成
立時として い る｡
なお､ 受信確認制度は行政手続において も妥当する｡ 申請､ 届出等の 到達を確認する
手段と して ､ 形式審査として 行われて きた行政庁の受理行為が あるが､ 電子化された行
政手続にお い て は従来より 一 層受信確認制度が不可欠になる｡ 行政手続における受理制
度の再構築が必要であろう｡
② 意思表示の撤回､ 変更
到達主義の原則の 下で は､ 相手方に意思表示が到達する前であれ ば､ 撤回又 は変更が
可能で あるが ､ 電子取引で は物理的に はそ の 余地 がない ことになる｡ しかし､ 一 定の 場
合に撤回又 は変更を認める べ き場合がない かが問題となる｡ 割賦販売､ 訪問販売､ 電話
勧誘販売等における ク ー リ ン グオ フ制度の ように消費者保護の 観点か ら特別法により申
込みの撤回を認める場合がある ことはもちろん ､ 実務上又は慣習上通常の 売買にお い て
も商品の取り替え返品が認められる場合がある ｡ 一 般的な電子取引に関して は当事者の
合意や慣習に委ねることが合理的である (前掲内田 ｢電子商取引と法(2)+ 2 0貫と同
旨) が ､ 消費者を対象とする電子取引は電話勧誘販売の 延長上にあるとみる こともで き
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る の で ､ 特別の 立法措置を検討する必要があろう｡
③ 表示の 錯誤 (入力ミ ス) ､ 詐欺､ 強迫
電子取引を 一 般の 国民 ･ 消費者が行う場合に は､ 端末装置の操作に十分習熟して い な
い こ とから数字等の 入力ミ ス が多発する ことが想定され る｡ こ れを表示の 錯誤 ( 民法 9
5条) と して重過失がな い 限り無効を主張で きるとするとす べ きか どうか｡ 同様に詐欺 ､
強迫に よる意思表示の取消 ( 民法9 6条) に つ い て も問題となる ｡ 従来の 書面に よる取
引にお い て も錯誤や詐欺 ･ 強迫 の 問題 は生じる の で ､ 特に差異を設ける必要はな い と い
う考え方も十分可能で あるが ､ 書面に文字や数字を書く場合又 は対面で意思表示する場
合と比 べ て ､ 端末装置上で文字や数字を打ち込む場合を同等と考える ことは電子取引が
普及する将来はと もかく現段階で は困難であろう｡ しかし､ 表意者を保護するため に無
効や 即肖を容易に認 める措置を 一 般的に とる こと は電子取引の メ リ ッ トで ある迅速性､
簡便性を失わせ るものと なる｡ したが っ て ､ 特定の取引分野を限定して 消費者保護の観
点か ら 一 定期間の 意思表示の 撤回を認めたりする立法措置を講 じっ っ (②の 問題と共通
である ｡ ) ､ 複数回の意思表示の 確認を行うなど表意者の重過失を立証 しうるように し
たり､ 無効 ･ 取消に よる損害を付保するな どの 措置を講じる必要が あろう (堀部政男､
永田巌三郎 ｢情報ネ ッ トワ ー ク時代の 法学入門+ 三省堂1 9 8 9 6 6- 9頁参照､ 前
掲内田 ｢電子商取引と法(2)+ 2 0- 2 1頁参照) 0
④ 行為無能力
未成年､ 禁治産等の行為無能力者の 行為は取消しうべ き場合が生じる ( 民法4条 ､ 9
条､ 1 2条) ｡ 電子取引 の 場合に その まま適用すると ､ 取引 の相手方は重要な取引に つ
い て は相手方の 行為能力をそ の都度確認する必要が生じるが､ 簡易な確認手段がない 場
合に は行為無能力者は電子取引から 一 括して排除されて しまうおそれがあるo しかし､
一 般取引にお いて も ー 見行為無能力者と見られる場合を除き､ 判断は困難な場合が多い ｡
電子取引の 場合は対面性がな い ため､ 判断が より困難であり､ か つ ､ 無能力の 詐術が容
易で あると い う こと に尽きる ｡ そ こ で ､ 行為能力が ある こ とを電子的に確認する方策と
して ､ 電子認証に よる本人確認制度が活用で きるであろう｡ 行為無能力に 関する情報
( 年齢､ 禁治産宣告等) を含んだ本人確認制度の利用を検討す べ きで あろう｡ 電子取引
に つ い て行為能力の 規定を排除する ことも理論的に は立法政策の 問題 であるが ､ 軽微な
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取引の 場合に は取り消されて も大きな影響はなく ､ 重大な取引に関して は行為無能力者
の保護の 観点から適当でな い こ とか ら､ 特別立法の必要性は乏 しい (前掲内田 ｢電子商
取引と法(2)+ 2 1頁と同旨) 0
なお､ 破産者に関して も同様の 問題があるが ､ 同様の 結論になるセあろう.
⑤ 相手方の 本人確認と無権限行為
電子取引 の場合には電話と同様対面性がない ため ､ 取引相手が本人で あるか どうかを
確認する ことは対面の 場合より困難であり､ その ため､ ､ 知人の名義を借りたり､ 全くの
第三者に成りすましたりする ことが容易であるとされる . しかし､ 一 般の取引で も､ 対
面 の相手方と即時に取引する限りにおい て は相手方が匿名のままで も可能で あるが ､ 物
品やサ - ビス の 納入と代金の決済が契約と 日時 ･ 場所を異に して行われ る場合に は同様
の 問題が生じるの で ､ 電子取引独自の 問題点という訳で はな い ｡ Dと同様に重大な取引
に つ い て は電子認証に よる本人確認を行うことで対応す べ きであろう｡ 代理権や代表権
を与えた本人や会社の 認証を二重に要求することで もよい が ､ そうなると代理 ､ 代表の
機能が果た しえな いの で ､ 代理権､ 代表権等を電子的に確認する手段も検討する必要が
ある｡ 民法や商法で は､ 本人の帰責事由と相手方の悪意の程度によ っ て無権限行為の効
果の本人 へ の帰属の是非を判断して いる (民法1 0 9条､ 110条､ 112条､ 商法2
3条 ､ 4 2条 ､ 4 4条､ 262条等) ｡ 本人 の帰貴事由が全 くない場合に は相手方は保
護されな い が ､ 電子取引におい て もこれと異なる取扱をする理由はない と考え られる｡
電子認証制度が整備されて いる限りに おいて ､ 受信側で必要性を含めて相手方の本人確
認 を実施し無権限行為に対応すべ きであろう｡ 受信側が 一 般消費者となる場合に は､ 別
途消費者保護の 観点から特別の定めが必要な場合はある ( ②参照) (前掲堀部 ･ 永田
｢情報ネ ッ トワ ー ク時代の 法学入門70 - 7 1頁参照) 0
④と⑤を通 じて 本人確認制度が極めて重要な役割を果たすことになる ｡ 電子認証 シス
テ ム にお い て ､ 電子署名､ 電子印鑑証明等本人を確認するサ ー ビス の提供が求め られる
が ､ サ ー ビス 提供に当た っ て は､ 厳正 な本人確認と行為能力や代表権等の正確な情報を
併せて 提供しうる能力が必要となる ｡ 認証機関はそう した意味でも高い 公共性が求めら
れ ると考えるべ きである ｡
⑥ 通信途上の事故
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電子取引 に固有な問題 として ､ 電気通信回線上の 事故に より､ 通信が完了 しなか っ た
り､ 時間的な遅れが生じた り､ 内容的な変更が生じる可能性が完全に は否定で きない と
い う こ とがある｡ これ に より生じた損害は誰が負担する こ とに なる の か ｡ 取引当事者に
関して は伝統的に は売り主 の 履行補助者 の過失理論に よ り処理されるとされるが､ 電気
通信回線上 の事故に つ い て 一 方当事者側に過失がある場合は想定できな い ｡ 電気通信事
業者に帰貴事由があれば､ 当該電気通信事業者が損害賠償の 責に任ずる こと は 一 見当然
の ようで あるが ､ 通信事故の 場合に は電子取引以外 の通信に よ る損害も発生 して い る こ
とか ら､ 電気通信事業者の 賠償能力を超 える ことが想定され ､ 低廉な料金で安定的にサ
ー ビス を提供す べ き電気通信事業者 は損害賠償に 一 定の 制限を設ける こ とが認 められて
い る ｡ そ の 意味で電気通信事業者に帰責できる場合に は限定がある ｡ また ､ 電気通信事
業者に帰責事由の な い天災事変の ような場合もある｡ したが っ て ､ 通信途上の事故は､
取引の両当事者の い ずれ に も帰責事由がない 場合と して ､ 個別の 契約又 は 一 般の 民法商
法の 規定に より対処する こ ととならざるを得ないと考える ベ きであろう ｡ そ の場合に備
えた損害保険制度を整備することももちろん有効で ある｡ なお ､ 直接消費者を相手と し
た電子取引を対象と した もの で はな いが U N CI T R A Lの モ デ ル法で は､ こ の 問題に
つ い て はネ ッ トワ ー クや シ ス テ ム の運営者の 責任に つ い て国際的合意が得られず､ 各国
の 国内法制度に委ねる ことと して い る去
ー 16 -
資金決済の 電子化をめ ぐる金融法制度上 の 課題
資金決済の 電子化 (以下 ｢電子決済+ とい う o ) も決済情報を情報通信ネ ッ トワ ー ク
に よりやりとりするとい う意味で は広義の電子取引に は含まれるが ､ 金融法制度に係わ
る問題と して特殊な考察を要する分野で ある の で別編と して とりあげる｡ ただ し､ Ⅰで
述 べ た電子取引 一 般の 問題と共通する論点もあり､ そ の場合は該当部分を参照すること
に より ､ 重複を避ける こととする｡ まず､ 電子決済の 中で ､ 伝統的にE F■T と呼ばれて
きた金融機関の電子決済シス テ ム につ い て触れ ､ 次に 一 般の 国民 ･ 消費者を含ん だ電子
マ ネ ー 等の 電子決済に つ い て そ の法 的課題を検討する｡
1 電子決済の シス テ ムと金融法制度上の位置づ け
(1) E F T(Ele ctr o nic Fu nds Tr a n sfe r)の現状
代金決済の シス テ ム は､ 銀行法等に明確な規定はな い もの の ､ 従来銀行等の金融機関
が担当してきて おり､ 銀行間との 間での決済はもちろん (ATM ､ C D等に よる金融の
情報化は他の 業界に先駆 けて行われた ｡ ) ､ 銀行間､ 国際間の 決済もすで に電子的に な
され る ようにな っ て い る｡ 1 973年に稼働した全国銀行デ ー タ通信シス テ ム により､
一 日の銀行間の決済は翌翌 日に は終了するように な っ た ｡ 国際分野で は､ 国際金融機関
の 共同事業として S WI F T(The So cietyfo r恥rldwide lnte rba nk Fin a n cial
Tele c o m m u nic atio n) が決済機能をデ ー タ通信で行 っ て い る ｡ さらに ､ キャ プテ ン端末､
プ ッ シ ュ ホ ン端末に加えて ､ パ ソ コ ン端末､ ビデオテ キス ト端末等による ホ ー ム バ ンキ
ン グ､ フ ァ ー ム バ ン キ ングの実用化が進められて い る ｡ また､ ク レジ ッ 卜カ ー ド決済シ
ス テ ム の電子化 (C A F IS等) も実用化して おり､ さ らに I C カー ド時代を迎 えて 金
融の 情報化はますます進展 して いく ことが予想される｡ この ような電子資金決済をEF
T というが､ E F Tの 実施に当た っ て は幾っ か の法的問題がある ｡ しか し､ 特別の 法律
はもちろん判例学説の 蓄積もほ とん どなく ､ 法律問題の 多くは約款､ 規則等に委ねられ
る結果とな っ て い るの が現状である｡ 1 9 8 3年の金融制度調査会専門委員会報告に よ
れ ば､ i どの 時点､ どの行為をも っ て 決済完了とみなすべ きか ､ i 送金事故や犯罪
の 場合､ 誰が ､ いかなる責任を負うか､ 述 コ ン ピ ュ ー タを利用した取引の記録の法的
証拠能力をどう考えるか の 3点の 未解決の 問題があるとされる｡
i につ い て は､ 銀行実務 におい て は被仕向銀行の決済口座に入金記帳があ っ た時点
( 全銀シ ス テ ムを介して 同銀行の 中央 コ ン ピ ュ ー タに入金記帳された時点) で ､ 振込 は
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完了 し､ 原因関係は消滅し､ 預金債券 は受取人が取得するとされ る (U N C i T R A L
の モ デル法 (後述) で は､ ･ 披仕向銀行が支払指図を受諾 した 時点とする ｡ ) 0
辻に つ い て は､ まず､ 振込依頼の意思表示 の預庇､ 無能力の 場合に つ い て も､ 民法の
規定の 適用を受ける とするの が通説であり ､ そ れに反する特約も認 めな い (モ デル法で
は行為無能力の場合 の取消 は認めない ｡ ) ｡ 既に資金が引き落とされ て いる場合の法律
関係は不当利得と して処理され､ 依頼人と仕向銀行との 関係で は､ 受取人 口座に入金記
帳して い る場合に は ､ 現存利益な しの 善意の 利得者となり責任を負わない とする の が実
務で あるが ､ 批判もある｡ 次に ､ 無権限者に よる振込依頼に つ い て は､ 無権限者に よる
預金の 払戻と同じく ､ 表見代理に 当たる場合以外に も債権の準占有者 - の弁済 ( 民法4
78条) の 規定に より善意 ･ 無過失の銀行は免責されるという の が実務で ある (モ デ ル
法も同様｡ ) が ､ 利用者が無過失の場合に も銀行が免責される点で これにも批判が ある
(米国連邦E F T法で は利用者が撫過失の 場合に損害の負担を最高5 0ドル に限定する ｡
) ｡ 最後に ､ 仕向銀行､ 被仕向銀行の 内部の 事故により振込が 目的どおりになされなか
っ た場合に は ､ 基本的に は､ 銀行に帰責事由がある場合 は損害賠償義務を負うが ､ コ ン
ピ ュ ー タ シス テ ム や通信回線 の事故に つ い て は実務上は負わな い とされ て い る (E F T
取引関与者 は銀行 の履行補助者として銀行が責任を負うべ きとする批判 (ネ ッ トワ ー ク
責任論とい う｡ ) がある o UN CI T R A Lの り - ガルガイ ド草案及 び米国統 一 商事法
典に おい て も同じ｡ モ デル 法及び米国EF T法には規定な し｡ ) ｡ ただ し､ E F Tと し
て の 全銀 シス テ ム に関する事故 ･ 障害に つ い て は加盟銀行が共同して損害を負担する こ
ととされて おり､ 実際上は､ 銀行側が負担する こととな っ て い る ｡
泣に つ いて は電子取引の と ころで述 べ たとおりである (I 1(3)③参照) 0
なお､ 損害賠償の 範囲は通常損害に限定 し､ 履行利益等の 特別損害は銀行の 予見可能
性の 有撫に よ っ て 判断するという の が判例である｡ 銀行側が利用者の 原因関係まで知る
機会がな い ことを考慮すれば､ 妥当な判断であろう (モ デル法で は通常損害 ( 利息の
み) に限定する｡ ) 0
以上の 問題 は､ 帰貴事由の ない 利用者と銀行との 間の リス ク の分配に係る問題であり ､
E FT取引 の円滑化 の観点からは､ 銀行に帰責事由の な い場合 にまで責任を負わせる こ
とは銀行 に過大な調査義務を課する こと になり､ 適当でない ( もっ とも､ 利用者が
一 般
消費者で ある場合 (リテ ー ル分野) と企業や銀行である場合 (ホ - ル セ ー ル分野) と で
扱い を異にする こと は可能 ｡ ) ｡ しか し､ E F
■
T取引を利用せ ざるを得な い 利用者が ､
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帰責事由の ない 場合にま でそ の リス クを負う ことも利用者保護の 観点から適当で ない o
E F T シス テム 上の事故に つ い て は銀行側に ､ 損害賠償の 範囲に つ い て は利用者側にそ
の リ ス クを負担させる はかはない で あろう｡ そ の場合には､ 銀行がさ らに履行補助者た
る シ ス テ ム ･ ネ ッ トワ ー ク関与者との 間で適切な負担求償の 仕組みを っ くる ベ き で あろ
う し､ 通常損害をこえる損害に つ い て は利用者が保険で か (
- するか ､ 銀行の 手数料に
保険料を含めて銀行が措置するなどの方策がとられる こととなる ｡
国際E FT につ い て は､ 国連国際取引法委員会 (U NCI TR A L) が1 9 8 6年7
月 に E FT に関するリ ー ガル ガイ ドを作成､ 公表し､ その 後 ｢国際間の振込 に関する モ
デル法+ (紙に よる振込も含む｡ ) が策定された (1 9 92年5月) (注1) ｡ 米国で
も消費者保護の 観点からリテ ー ル分野に つ いて 連邦E F T法が1 9 78年に制定された
が ､ 銀行相互間や企業銀行間の ホ ー ルセ
ー ル分野を対象として い な い た め､ 統 一 商事法
輿 (U. C . C. ) の 改正作業が進 められ､ 19 8 9年に第4A編が追加された (注
2) ｡ 我が国で もこ の 分野の 法制度整備の必要性が指摘されて い る ( 岩原紳作｢電子資
金移動 (E F T) 及び振込 ･ 振替取引に関する立法の 必要性+ ジ ュ リス ト1996年2月1
日号から7月 1 5 日号まで 連載参照) 0
E F T につ い て は､ 9 0年代後半にな っ てイ ンタ - ネ ッ トブ ー ム を背景とする電子取
引の ニ ー ズの 高まりの 中で ､ 電子マ ネ ー を含む電子決済の 実用化という観点か ら､ 世界
中で 実証実験や実用化の試みがなされて きて い る｡ 伝統的な金融機関主体の EどT概念
は次第にそ の 中に吸収され つ つ あるが､ 既に触れたよう にE F Tと消費者を対象とする
電子決済と は問題状況をかなり異に して ことに注意しなければな らない ｡ 消費者を対象
とする電子決済に つ い て は後述する ((2)参照) 0
なお ､ 決済機能を銀行業に 限定するかどうか によ っ て は､ 情報サ ー ビス 会社､ V AN
会社等がE F T取引サ ー ビス を提供する ことも可能となる ことに注意が必要であるo 送
金 ､ 決済等の金融業務が情報通信産業に はかならない ことの証左で ある｡
(堀部 ､ 永田 ｢情報ネ ッ ト ワ ー ク 時代の 法学入 門+ P 8 7
… 1 0 7､ ｢金 融情報 シ ス テ
ム 白書 平成6 年度版+ 金 融情報 シ ス テ ム セ ン タ
- 第 3章 ､ ｢電子 決済研究会報告書+ 金
融情報 シ ス テ ム セ ン タ ー 1 9 9 6年 3月 1 4 日参照)
(注1) モ デ ル 法 の 邦語訳 に つ い て は ､ 藤下 健 ｢国際振込 に 関す る U NC I T R A L
モ デ ル 法 ( 坂 訳)+ 国 際商事法務Vol. 20, No . 9,10 69貢以 下及 びNol O, 12 45頁以下参
照
(注 2) 釆国の こ の 改正 の 内容が U N C I T R AL モ デ ル 法 に 影 響を及 ぼ し て い る と 言
ゎ れ る ｡ 4 A編の 問 題 点 に つ き後藤紀 - ｢ ア メ リ カ U ･ C ･ C ･ 4 A 編 (資金 移
動) と 問題点+ 前掲 高窪還 暦 ｢現代 企 業法 の 理論 と実務+ 4 3 0頁以 下 参照 o 4 A
編と そ の 解説 の 邦語 訳 は黒 瀬雄 三 訳 ｢合衆国 統
一 商法典 4 A編 (資金 移動) - 公 式
テ キ ス ト (付 ､ 序文及 び コ メ ン ト) - + 国 際商事法務Vol･ 2 0,No2,131頁か らVol･ 21･
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No2, 20 9頁 ま で 連載参 照
(2) リ テー ル電子決済シ ス テ ム
既に述 べ たよう に ､ 我が国の E F Tは､ 現状で は金融検閲中心 の 資金取引を対象と し
て い るo イ ンタ ー ネ ッ トの普及等に見られる高度情報通信社会 の 到来に備えて ､ 消費者
を含んだ電子決済 シ ス テ ム の実用化が今日 の 問題 である ｡ 現在 ､ 米国で の ｢CoI Ⅷe r C e
Net+ や ｢FSTC(Fin a ntial SeI･Vic eTe chn ologyCo n s o rtiu m) + または欧州での ｢CAFE
(Collditio n al Ac c e s sfo rEu r ope) + 等の プ ロ ジ ェ ク トが進行中であるが ､ 我が国で も
官民多く の プロ ジ ェ ク トに より電子 マ ネ ー と い われる電子的な通貨に よる決済 シス テ ム
の 実証研究が行われ て い る｡
一 般の 国民 ･ 消費者を対象と した電子決済 シス テ ム (以下 ｢リテ ー ル電子決済シス テ
ム+ とい う｡ ) は､ E FT と異なり ､ 金融機関間や金融機関と企業間だけで なく ､ 企業
間､ 企業と個人間､ 個人間で電子決済が行われる ことを前提と して い る ことか ら､ i現
在の 決済手段､ すなわち現金 (日本銀行券及び貨幣) 又は当座預金 (小切手や 口座振込
･ 振替) の 代替物と して の機能を有 して いる こと ､ iiオ ー プ ンな公衆通信網を利用する
もの である こと ､ が条件となる｡ この 条件を満たすもの をこ こ で は ｢電子 マ ネ ー + とい
う ことに した い (注1) ｡ 類似の もの と して プリペ イ ドカ ー ドや ､ ク レジ ッ トカ ー ドに
よる電子決済がある｡ プリペイ ドカ ー ドは受け取 っ た者が発行者に対 して代金を請求す
る ことがで きる証票であり､ 使用目的が限定されて いる点で電 子マ ネ ー とは区別するが ､
汎用性があるもの は電子 マ ネ ー とほとん ど変わらない機能を有する｡ ク レジ ッ トカ ー ド
による電子硬済は既に E F T の一 形態と して実用化が進んで い るが､ 発行会社に よる与
信管理が必要であり､ 流通性がない ことから電子 マ ネ ー とは区別される｡ 電子 マ ネ ー と
こ れらの相連を比較し七みると以下 の ように なるで あろう｡ 電子 マ ネ ー の 実現の ため の
制度的な問題 は次の(3)で検討する｡
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(参考) ネッ トワ ー ク電子決済手段の比較
電 子 マ ネ - プリ ペ イ ドカ ー ド ク レ ジ ッ トカ ー ド
①発 行 の 不渡 り等 の お そ れ 不渡 り等 の お そ れ 既 存 の 信用保証 シ ス テ
適 正 化 偽造 ･ 変造 の お そ れ 偽造 ･ 変造 の お そ れ ム を利 用 で き る ( 加 入
↓ ↓ 審 査制 度 で 対応)
( 割賦 販売 法)
発行 主 体 の 適 格 性 確 保 発行 主 体 の 適 格 性確 保
偽 造 ･ 変
一
造 防止 対 策 偽 造 ･ 変 造防 止 対策
( 舵 幣類似証 券取 締 法 (プ リ ペ イ ドカ ー ド法
･ 日 本銀 行 法) ･ 出 資法)
(参通 用 性 通 用 性 の 確 保 の た め ､ カ ー ド利 用契 約者 間で 同 一 カ ー ド加盟 者 問で
国 内 ､ 国際的 な合 意 が
必 要だが ､ 制 限 は な い
の み 通 用 性が あ る の み 通 用性 が あ る
③ 匿名性 匿名 ( 通貨型)
電 子小切手型 の も の は
匿名で な い 場合が あ る
匿名 匿名性 はな い
④涜通 性 再譲 渡可能 カ ー ド自体 は 可
価値 の 移転 は 不 可
再 譲 渡不 可
(9換 金 性 有り 無 し た だ し手数料を
払え ば事実上 可能
無 し
⑥決済の 通 貨と･同 様な ら即 時 同左
(小額決 済に 限 定 すれ
割賦 販 売法 で 規律
完了 時期 証 券の 場合は個 別 の 定 ( 既存の 信販 契約 シ ス
めが 必 要
(小額決済に 限定す れ
テ ム が利用 で き る)
ば問 題 は 少な い) ば問題 は 少な い)
⑦債務者 の 即時決済 な の で 問題 カ ー ド購入 代金 の 範囲 債務者 デ フ ォ ル ト対策
額資 力 な し 内で 利用可 能な の で 問
題 な し
が 必要 (対応済)
⑧ 決 済 情報
の 流 通
通 信 上 の セ キ ュ リ テ ィ
が 必要 (暗号 ､ 認証 等
たよ る 本人確 認 ､ 変造
･ 偽造 ､ コ ピ ー 対策)
同左 同左
⑨決 済金額
の 制 限
理論上 はな し 小額決済に 適 合 ク レ ジ ッ トカ ー ドの 与
信限 度額ま で
(小 額決済 に一不 適合)
⑧保有者の
制限
な し な し ク レ ジ ッ ト カ - ドの 資
格審査
( 電 子決済に 参加 で き
な い 者を ど うす る か
⑨ シ ス テ ム セ キ ュ リ テ ィ コ ス ト セ キ ュ リ テ ィ コ ス ト セ キ ュ リ テ ィ コ ス ト
の コ ス ト I Cカ ー ド の 場合 に は I C カ- ド の 場合 に は 信用照 会 シ ス テ ム コ ス
カ ー ドリ ー ダ ー ( 減算 カ ー ドリ ー ダ - ( 減算 卜 (カ ー ドリ ー ダ ー ･
機) 等 (注 2) 機) 等 (注 2)
(コ ス ト低) (コ ス ト低)
信用 情報 シ ス テ ム)
デ フ ォ ル ト リ ス ク ( 倭
権回収 ･ 保 険 コ ス 下)
(コ ス ト高)
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L
'
,: 注1) 電 子マ ネ
ー と は 何 か は 本質 的 な 問題 で あ る が ､ ひ と ま ず こ こ で は ､ 本 文 の よ う
に 定 義 し た . 一 般 に は 電 子 マ ネ ー と い う用 語 は か な り多 義 的 に 用 い ら れ て い る ｡ 本
稿 の よ う に ソ フ ト【打な も の も含 め た 広 い 概 念 で 捉 え る 場合 も あ る が ､ I C カー ドを
利 用 した 電 子 財 布や プ リ ペ イ ドカ ー ド､ 預 金 口座 と リ ン ク し た デ ビ ッ トカ ー ドな ど
カ ー ド の 発 行 を 前提 と す る も の も あ る ｡ ネ ッ ト ワ ー ク 上 で 流 通 す る 電子 マ ネ ー ほ ､
無体物 で あ り ､ 情 報 そ の も の で あ る ｡ 貨 幣 自 体 も何 らか の 公 的 な 保証 が あ る債 権 又
は 証 券 に す ぎな い と み る こ と も で き る (日 本銀 行券 も 同様 で あ る ｡ ) ｡ 電 子 マ ネ ー
は 紙 や 金属 とト､ っ たも の に 権利 を化 体 して い な い 点 で 現 金 と 異 な る (そ の 分 信 用 力
が 問題 と な る ｡ ) 0
銀 行振出又 は銀行保証 の 電子 小切手 は ､ 当該銀 行か ら支払 い を 受 け る権利 の 情報
と して 考え る と 決 済完了 時 や 匿名性 の 点 を 除き ､ 電 子 的な 現 金 と 異 な る と こ ろ はな
い の で ､ 電 子 マ ネ ー に 含ま れ よ う ｡ 電 子 口 座 振替 ･ 振込 は 預金 債権 の 譲 渡 を電 子 的
に 行 う も の で あ り ､ 電 子 小切手 に 近 い 機能を も つ が ､ 第 三 者 - の 流通性 が な い 点で
電 子 マ ネ ー と は 言い に く い o
( 注2) 電 子 マ ネ ー を持 ち 運 ぶ 必 要 が な けれ ば ( オン ラ イ ン の パ ソ コ ン で の み 使 用 す る
場 合) ､ ハ ー ド的 に は 電 子 口 座 振 替 . 振 込 と 同様 の シ ス テ ム ( 匿 名 性の あ る も の と
な い も の が あ り う る ｡ ) で あ り ､ カ ー ド の 発行 や カ ー ドリ ー ダ ー 等 は 不 要 と な る .
ク レ ジ ッ ト カ ー ドに お い て も実 際上 カ ー ド自体の 所持 に.意 味 は な く な っ て きて い る
の で ､ ク レ ジ ッ トカ ー ドと通 貨 の 違 い は ､ 信用 を 人 に 与え て い る か ､ 物 に 与え て い
る か の 遠 い と ､ 信用 を 私企業 が 与え て い る か 国 が 与え て い る か の 違 い と い う こ と も
で き る ｡ しか し ､ オ ン ライ ン 上 で は ､ 通 貨 の 物 と して の 信用 は も は や外 見上 確 認 で
き ず ､ 情報 の 信用 を確 保する た め に は 誰 ( 人)に よる 信 用 か が 問 わ れ る こ と に な る ｡
ク レ ジ ッ トカ - ドも利 用者 の 信用 と い う より カ ー ド会 社 の 信用 が 問 わ れ て い る と 考
え れ ば ､ そ の 区別 は 相対 的 な も の と なり つ つ あ る とも い え よう ｡
リテ ー ル電子決済の金融法制度上の課題
リテ ー ル電子決済を実現するために は､ どの ような制度上 の措置が必要となるかかを
以下に検討する ｡
(1) リテ ー ル電子決済シ ス テ ムを巡る現行金融法制度
リテ - - IL,電子決済は､ 現状にかんがみると電子 マネ ー に よるもの とプリペ イ ドカ ー ド
やク レジ ッ トカ ー ドによる もの とがひ とまず考えられる. このうち､ ク レジ ッ トカ ー ド
による電子決済は既に 一 部現実の もの とな っ て いる ｡ ク レジ ッ トカ ー ドの 署名にかわる
暗唱番号を端末か ら打ち込む ことに より支払い 手段とする方法が使われて い る ｡ カ ー ド
番号や暗証番号の通信上 の セ キ ュ リテ ィ を高めるため に暗号技術が利用され始めて い る
が､ そ の 決済シス テ ム 自体 は電子的で ない 現在の ク レジ ッ トカ ー ドの シ ス テ ム をそ の ま
ま使用 したもの であり､ セ キ ュ リテ ィ の 問題を除き金融法制度上特に問題はな い であろ
う (注)0
プリペ イ ドカ ー ドは発行者 の撫資力か ら消費者を保護するため､ また紙幣類似証券と
なりうる可能性がある こと等から､ 前払式証票の 規制等に 関する法律に よ っ て ､ 発行が
規律されて い る ｡ 同法にお い て ｢前払式証票+ とは､ 物体である ことと ､ 用途が限定さ
れて い る こ とが要件とされて おり ( 同法1条) ､ 電子的な無体物や､ 汎用性の 高い もの
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は認 められな い o 用途が限定された ハ ー ドなカ ー ドを発行する方式の みが現行法で は可
能で ある ｡
電子 マ ネ ー に つ い て は ､ 電子現金 ､ 電子小切手 ･ 手形な ど現行制度上紙に信用 が与え
られて い るもの の電子化は認 められて い ない ｡ 通貨の単位及び貨幣の 発行等に関する法
律に より､ 通貨を貨幣と日本銀行券に限定し ( 同法2条3項) ､ 貨幣は国が ( 同法4条
1項) ､ 日銀券は日本銀行が (日本銀行法2 9条) と発行する定めて いる の で ､ 通貨類
似と見なされるもの をその 他の者が発行すること はできない ｡ 手形や小切手に 関して は
物 ( 多くは紙) で ある こ とが前提とされて い る (手形法1条､ 7 5条､ 小切手法1条､
文字や文言を記載した証券で ある こ とが要件で ある ｡ ) の で ､ 現行法で は電子的な手形､
小切手は認 められない ｡
また ､ 電子口座振替､ 電子振込 は､ 金融機関を経由するE F T取引の
一 環で既に実用
化されて い る｡ 出資法に より預金口座を提供する機能が金融機関に限定されて い る の で
( 出資の受入れ､ 預り金及び金利等の取締りに関する法律2条) ､ それ以外の者に は認
められな い ｡ そ の他の 問題はE F Tのと ころで述 べ たとおりである ｡
( 注) 電子決済に お け る ク レ ジ ッ 卜カ ー ド の 難点 は ､
一 つ に は ､ 加 入者 の 審査 が 必 要 で
あり ､ 全 て の 国民 が 加 入す る こ とが で き な い こ と で あ る ｡ ま た ､ 信 用 保証 ､ 信用 照
会 の た め の コ ス トが 必 要 な た め ､ 小 口 の 決 済に は 利用 し に く い こ と で あ る ｡ そ の た
め ､ 電子 マ ネ ー あ る い は電 子 プリ ペ イ ドカ
- ド の 実用化 が 求 め られ る こ と と な る o
(2) リテ ー ル電子決済シ ス テ ム 実現の ための課題
電子マ ネ ー 及び電子汎用プリペイ ドカ
ー ドを実現するために は､ 以上の ような現状を
踏ま えると次の3 つ の大きな問題があると考えられる｡
① 電子決済情報に関するセ キ ュ リテ ィ
電子マ ネ ー ､ 電子プリペイ ドカ ー ドあるい はク レジ ッ トカ
ー ドも含めて ､ 電子的な情
報が決済手段として使われて い ることに遠い はな い ｡ こ の場合､ ある電子決済に関する
情報が誰か ら誰に対して どんな内容で あるかに つ い て ､ 当事者間で疑義が生じる ことが
あ っ て は シス テ ム として は利用が困難となる｡ 電子取弓仲 E D Iの とこ ろで述 べ たよう
に ､ なりすまし､ 偽造､ 錯誤等を防止するために電子署名や内容証明が確実に行われう
る シス テ ム とする必要がある｡ この 問題は電子取引と共通する問題であり､ 電子認証シ
ス テ ム の 確立が課題とい える ｡ 詳細は繰り返さない (Ⅰ2(1)参照) .
-
た だ し､ 電子 マ ネ ー の セ キ ュ リテ ィ に関して はそ の 社会的重要性にかんが み､ 偽造 ､
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変造対策は電子取引 一 般と比較 してさ らに強固なもの とする ことが求められると考えら
れる ( 前掲｢暗号政策と電子現金+ 4 1- 4 2頁参照) ｡ 次の 問題とも関連するが 一 般
の認証機関でなく ､ 公的に規律された発行主体自体に よる認証が不可欠で あろう ( 最上
位の認証機関を各国の 発券銀行とすれば国が認証 して い ること に なる 0 ) 0
② 電子 マ ネ ー の 発行主体
電子現金や電子小切手 ･ 手形は現行制度で は認 められて い な い の で ､ それ らを発行す
るとすれば法改正が必要となる ｡ 電子現金に つ い て は発行機関に対する
一 定の 公的規律
を条件に ､ 政府と日本銀行以外 に発行を認 めること は理論的に は可能で ある ｡ しかし､
外国為替の ように複数の 機関に よる電子現金相互の 交換の仕組みが必要である ことや､
発行機関の 信用椎持の コ ス トを考える必要がある｡ また ､ か つ て複数存在した発券銀行
が 日本銀行に集約され た経緯も考慮す べ きで あろう｡
･ 電子小切手や電子手形に つ い て は､ 法改正が必要であるが ､ それ らがが電子取引との
関連でなお必要で あるかと いう問題はあるが ､ 現在の手形､ 小切手の 機能をそ の まま電
子化するかどうかは金融政策の 問題であろう｡ 既に現在､ 小切手や手形は金融機関が発
行を管理 して い る (統一 手形用紙の 使用､ 小切手支払人を銀行に 限定) ことか ら考える
と ､ 電子手形 ､ 電子小切手も同様に金融機関が発行を管理する こととなろうo ただ ､ 銀
行振出又は銀行保証 の電子小切手や電子手形と電子現金との 遠い は即時決済性と強制通
用性の 適い にすぎずそ の 差は微妙で ある｡
電子プリペ イ ドカ ー ドは､ 汎用性 の ない もの であれば､ 発行主体は金融機関に限る必
要性はな い ｡ 汎 卿生の あるもの は電子現金と事実上区別が つ かな い の で電子 マ ネ
ー と同
様の取扱が必要と なろう｡
口座振替や振込 の指図 ･ 依頼に よる電子決済はEど T シス テ ムを介した金融機関に対
する意思表示であり ､ セ キ ュ リテ ィ が確保されれば現行の法制度の 下で も可能であり､
制度の主体は金融機関に 限られる ことは既に述 べ た ((1)参照) ｡ ただ し､ 預金債権自体
を流通させ ない 限り ( 電子譲渡性預金の ようなもの が考え られるが､ こ れは電子マ ネ
-
という べ きであろう｡ ) ､ 第三者 へ の 流通性がなく､ 口座を保有する本人 (又は代理
人) の 支払 い手段として利用が可能で あるの みである｡ また ､ 口座間を移動する情報が
電子 マ ネ ー と考える べ きな の で ､ 電子口座振替 ･ 振込 自体は電子決済手段で はあるが ､
電子マ ネ ー とは区別され る｡
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③ 電子決済にお ける消費者保護
電子取引 一 般におい て も契約の 締結等の過程で 消費者保護が必要であ るが ､ リテ
ー ル
電子決済は 一 般消費者を対象と して ､ 資金決済を行う ことを専ら目的とするもの で ある
か ら､ 電子取引の 最終過程をなすもの と して ､ 極めて社会的影響の大きい分野で ある ｡
そ の た め ､ 電子決済シ ス テ ム は消費者 ･ 国民が安心 して利用で きる･もの で なけれ ばな ら
ない ｡ 一 国の 通貨制度が経済制度の 中で極めて 重要な位置を占める の と同様に ､ 通貨に
代わりうる電子決済シス テ ム の重要性が認識される必要がある . 具体的に は電子 マ ネ
ー
の 発行主体の 問題とも関連するが､ E F T に関して述べ たように ( 1(1)参照) 決済完了
時の 判断､ シ ス テ ム 上の 事故の扱い 等におい て も消費者保護の観点から適正 なル
ー ル が
整備される必要がある ｡ また ､ 消費者の プライ バ シ
ー の 確保や決済手段へ の ユ ニ バ ー サ
ル ア ク セ ス の 確保などの 問題 もある ｡
以上②と③の 問題は次の 3でさ らに検討する｡
3 リテ ー ル電子決済シス テ ムの 提供主体と消費者保護
電子マ ネ ー は既に見た とおり､ 電子認証 シス テ ム に裏打ちされた決済情報に ほかなら
なず､ 宛て名や呈示期限の ない 電子的な手形や小切手と見る こともできる ｡ そうだとす
るとそ の ような情報が金銭的価値を保持するために は､ そ の情報に十分な信用 力が与え
られて い なければならない こと になる ｡ 言い 換えれ ば電子 マ ネ ー の 発行主体が誰で ある
かがそ の機能を左右するとい っ て よい ｡
(1) 電子マ ネ ー の 信用力
電子 マ ネ ー が社会に通用するために は､ 現在の現金通貨が有して い る機能と比較して
同等の 機能を有して い る必要がある｡ 通貨の 機能として よく挙げられる甲は､ ①価値尺
度と して の 機能 ､ ③鍵済手段と して の 機能 ､ ②蓄蔵手段として の機能が あるが ､ この こ
とか ら､ 通貨と して の 条件は､ a価値の 安定性､ b流通性 ( 強制通用力) ､ c携静臥
d保存可能性､ e分割併合可能性､ となる ｡ 物の場合に は耐環境性の ある希少金属がこ
れらの 条件を満たすが ､ 紙幣や小切手が金融機関の信用 の もとに流通 して い ることを見
れば (注1) ､ 電子マ ネ ー に つ い て もその 価値に関する信用が十分備わ っ て い るならば､
その 他の 条件は満たしうると考えられる (注2) 0 3つ の機能につ いて も現在の 通貨と
r
同等に果たしうるであろう ( もっ とも蓄蔵手段として の利用を想定する者は少ない o ) o
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電子マ ネ ー の信用力とは､ 具体的に は何か｡ 日本銀行券を念頭にお けば､ A ｢発行量
が公的に管理 され て い て価値が安定して い る こと+ 及びB ｢偽造 ､ 変造が困難で あ るこ
と+ であると言えよう｡ なお､ 金本位性の下で は金貨 へ の 交換保証 ( 党換)が価値 の安
定の 保証で あ っ た ことを考えれば､ Aに替えて C ｢現金通貨 へ の交換の 保証+ も別の手
段と して ありうる｡
決済の 完了性の 確保や ､ 流通性 ( 強制通用 力) の 確保も通貨 の特徴で あるが ､ 信用力
の ある電子 マ ネ ー であれ ば､ 厳密に それが通貨で なくとも､ 価値が失われ る危険がな い
の で事実上当事者間で決済は完了 しう るし､ 決済が完了 しうる の で あれ ば結果として流
通性も備わる ことに なるo た だし､ 強制通用力を持たせるた めたは法律改正が必要で あ
ろう｡ また ､ 複数の電子 マ ネ ー が流通する場合 には両替 ･ 交換制度が必要であり､ ネ ッ
トワ ー ク上で の両替 ･ 交換の ために は技術的な意味で の 相互運用性 ･ 相互接続性が求め
られる ｡
( 注1) さ ら に い え ば ､ ビ ー ル 券 ､ 商 品 券等 も 同様 の 条 件 を満 た す の で 流 通 可 能 で あ る o
( 注2) 電 子 的情報 の 保 存可 能性 は ､ 信 用 力 と裏腹 の 関 係に あ る が＋ セ キ ュ リ テ ィ の 問
題 (2(2)①) に 帰 着す る ｡
(2) 電子マ ネ ー の提供主体 の在り方
電子マ ネ ー の提供主体 の必要条件は､ (1)で述べ た電子 マ ネ ー の 信用 力を与えうる者で
ある ことで ある｡ したが っ て ､ A 発行した電子マ ネ ー の 価値を安定させる何らかの 裏
付けが与えられる こと ､ B 発行 した電子マ ネ ー が偽造 ･ 変造されない よう技術的な措
置を施しうる こと の 2 つ を満たす者で なけれ ばな らない ｡
① 価値の 安定化の た め の 条件
電子マ ネ ー は電子情報に すぎない ため､ そ の 価値は紙幣の 価値と同じく ､ 何らかの 裏
付けがあ っ て 始めて 安定する ｡ 利用者から見れば､ どの ような電子 マ ネ ー で あ っ て も､
必ず従来の 通貨と同等の価値が保証される の であれば利用 できるが ､ 元本価値の保証が
ない もの は､ 通貨と して の信用 はな い ｡ その 意味で ､ 電子 マ ネ ー を発行する主体は発行
した電子マ ネ ー を利用者 の要求に応 じて ､ 現在の通貨に交換 ･ 返金 ( 免換) するか､ 又
は通貨以外の 同等 の価値 (希少金属や天然資源等) と交換する こ とを保証する ことが当
面求められるであろう｡
その ため に は､ 電子 マ ネ ー の発行額と同額の 通貨等を準備する方式 ( 完全準備体制)
と､ 発行額の ｢ 部に つ い て 通貨等を準備する方式 ( 部分準備体制)が ある ( 注1) ｡ 完
全準備体制をとる こ とは､ 資産の裏付け の ある銀行振出小切手や汎用 プリペイ ドカ ー ド､
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譲渡性預金が電子化された もの と同等の もの となる｡ また ､ 部分準備体制をとる場合に
は､ 信用創造を認める こととなるの で ､ 一 定比率の通貨等の準備 (準備預金等)ととも
に ､ 預金保険に あた る何らか の発行主体問で の 相互保険制度が必要となろう｡ さ らに は､
通貨と同様に最終的に政府による保証が与え られれば ､ そ の価値は最も安定する ｡
した が っ て ､ 電子 マ ネ ー の 発行主体は､ 電子 マ ネ ー の 発行額に対応 した 一 定の資産を
保有して いる こ とと､ さらに上位の 団体や政府に よる保険 ･ 保証制度を有して いる こと
が求められる ｡ 以上にかん がみれば ､ 電子 マ ネ ー の 発行主体は政府や金融機関に 限定さ
れるもの で はない が ､ 現在の金融機関と同等以上の資金的裏付けを持 っ た企業又 は団体
である べ きであろう｡
② 偽造変造対策
次に ､ 偽造変造対策を講じうるもの であるために は､ 電子取引
一 般で必要となる もの
と同等かそれ以上のセ キ ュ リティ をもっ た電子認証 シス テ ム の構築が必要で ある｡ 電子
取引 一 般と同等の セ キ ュ リテ ィ に つ い て は､ 電子取引において 設立される認証機関を利
用する ことができる (Ⅰ 2(1)③参照) o しかし､ 電子マ ネ ー に期待される高度の信用力
か らみて ､ 認証機関が提供する最上級の セ キ ュ リテ ィ レベ ルを利用 したと しても､ 他 の
電子取引情報と同じ技術で よい かどうか若干の 疑問が残る ｡ また ､ 民間の 認証機関内部
で の 情報漏洩の 問題も心配される｡ した が っ て ､ 望ま しくは電子 マ ネ
ー 専用 の認証機関
ある い は政府自身に よる認証制度の必要性を検討する必要があろう ( 注2) ｡
したが っ て ､ 電子 マ ネ ー の発行主体自体がそ の認証機関の 機能を有しなければならな
い こ とは必ずしもない が ､ 発行主体自身またはそ の支援の もとに専用の認証機関を設け
るか､ あるい は政府機関に よる認証が求められる ことになる (注3) ｡
③ 法制度の 整備
電子 マ ネ ー は鄭手法で は認め られて い ない ことは既に述 べ た (2(1) . 政滞 日銀の み
が発行主体となる場合に は､ 認証機関の設立の 問題を除き関係法令の 改正は小幅なもの
に留まるであろう｡ しか し､ それら以外の機関 (政府､ 企業､ 団体) に発行を認める場
合に は､ 大幅な制度の盛儀が必要となる｡ まず､ 紙幣類似証券等取締法､ プリペ イ ドカ
ー ド法､ 出資法､ 日本銀行法等民間の通貨発行を認めない法令の改正が必要で ある七と
もに ､ 部分準備体制を認めるとすれば､ 金融機関並みの支払準備率や保険制度等信用供
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与機能に関する新た な規律が必要となる ｡ そ の ために は､ 少なくとも事業 の届出制の導
入が不可欠となる o 言い換えれば電子 マ ネ ー 発行主体は
一 種の金融機関と して銀行同様
公的規律の対象となると い う ことで あろう (注4) ｡
また ､ 電子 マ ネ ー を含め電子決済 一 般に つ い て は､ 通 貨管理上 の要請か ら､ 発行量 ､
流通量の把握が必要である｡ 特に外国為替管理の観点か らもそ の 国際流通量が把握され
る必要が大き い (注 5) ｡ そ の点か らも電子マ ネ
ー 発行主体は金融機関と して の 公的規
律の対象とされ ざるを得な い で あろう｡
以上の ほか､ 仮に複数の 電子 マ ネ ー が流通する場合に は､ 受 け取 っ た利用者が金融機
関等を介して そ れ らを交換する シス テ ム が必要で ある ｡ 国内の 発行主体に 限られな い多
様な電子マ ネ ー が国内に流通するこ とが予想されるが ､ 現在の 外国為替と同様に交換す
る シス テ ム を提供するため に は､ 電子 マ ネ ー の 発行主体は既存の金融機関とともに新た
な シ ス テ ム を構築する必要が生じる ｡ 電子 マ ネ ー の 発行主体が金融機関に限られな い と
して も金融の 信用秩序を担う現在の金融機関の役割は依然と して 大き い と考えられる
( 注6) 0
( 注
( 症
( 注
1)
会+
2)
こ と
3)
｢ネ ッ ト ワ ー ク化社 会 に お け る 個 人 金 融 サ
ー ビ ス の 在 り方 に 関 す る調 査 研 究
報告香 ( 郵 政 省)1 9 9 6年 6月 2 8日 3 3頁参照
電 子取引 一 般 の 認 証 機関と して 政 府機関 が 設 立 さ れ る 場合 に は そ れ を利用 す る
が で き る ｡
政府 自身が 発 行主 体で あ る場合 に は そ の 認 証機 関も政府機 関
't い う こ と に 当然
な ろ う ｡
( 注4) こ の 点に 閲し ､ 我が 国 の 大蔵省 ､ 日銀 の 対応 は必ず しも 十分 で は な い よう に思
ゎ れ る o 電 子 マ ネ ー の 方式 は様 々 で あ り ､ そ の 技術も 発 展 途 上 に あ る の で ､ 現 時点
で 拙速 に 電 子 マ ネ ー の 発行制度 を規制 して しま う こ と に 問 題 が あ る こ と は た し
か で
あ る が ､ 一 方諸 外国で 各種 プ ロ ジ ェ ク トが 実験段 階か ら実証 段階 に 進 ん で デ フ ァ ク
トス タ ン ダ ー ド の 構築 を め ぐ っ て 競争状態 に あ る こ と を考 え る と ､ 我が 国 に お い て
も ､ よ り積極的 に 金 融当 局 が 各種 の プ ロ ジ ェ ク トを支援 し て い く 必 要 が あ る
の で は
な い か と思 わ れ る ｡
(注 5) 1 9 9 7年度 の 外為法 の 改正 案に お い て は電 子 的な 資金移動 を視野 に い れ た 規
定 の 整 備 が 図ら れて い る o 具体的 に は ｢支払手段+ の 定義 に ､ ｢証 票
･ 電 子 機器 そ
の 他 の 物 に電 磁 的方法 に よ り記 録さ れ て い る金 額 の 情報が ､ 当書亥金 額 に 相 当す る 財
産的 価値が 当該証 票 等 に 貯蔵さ れ て い る こ と を示 す も の で あ る 場合 に お け る 当該 金
額 の 情報で あ っ て ､ 不 特定又 は 多数 の 者相互 間で の 支払 い の た め に 使用 す る こ と が
で き る も の (そ の 使用 の 状況 が 通 貨 の そ れ と近 似 し て い る も の と して 政令七定 め る
も の に 限 る ｡ ) + を 追加 する (6条 7 号 ハ ) も の で あ る o
(注 6) 前掲 ｢電 子 決 済研 究会報告書+ 2 5頁参照
(2)消費者保護の ため の措置
社会的影響の 極めて 大きい リテ
ー ル電子決済 シス テ ム の導入に 関して忘れて はならな
い こととして ､ 一 般の 国民 ･ 消費者が利周者となる ことか ら､ 利便性や効率性の みの観
点で はなく ､ 消費者保護 の観点からの 制度的な措置があるo
利便性 ･ 効率性の 陰の部分として考え られる点は､ ①ネ ッ ト ワ
ー クや シス テム の 事故
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に よ る損害の 分担､ ②電子決済の コ ス ト問題 ､ ③利用者の 匿名性の喪失の危険､ ④マ ネ
_ ロ ン ダリ ン グ等犯罪 - の悪用可能性､ ⑤国際的な電子決済制度の調和の必要性､ で あ
る｡ 以下順次検討す る｡
① ネ ッ トワ ー ク ･ シ ス テ ム 事故に よる損害
既に E F T に関して検討したとおり､ 情報通信手段に よ っ て決済情報が流れ る ことに
ょ る リス クが存在する o 意思表示に関する塀庇は当事者間の 問題で あるが (注1) ､ ネ
ッ トワ ー クや シス テ ム の 事故に起因する通信障害で ､ 電子決済情報 (電子マ ネ
ー 情報も
含む｡ ) が到達しなか っ たり､ 内容に変化が生じたり､ ･ 全く別の相手先に到達したりす
る場合がありうる｡ 決済当事者間に は帰責事由はない o 情報通信事業者に帰責事由があ
る場合もあるが ､ 天災等の 不可抗力による場合に はそれもない o 情報通信事業者に負担
を課すことができない 場合があるこ とは電子取引
一 般の場合と同じで ある (i 2(2)⑥) ｡
こ の ような場合に生じた 各種の 損害は誰に負担させる のが適当で あろうか o 決済情報未
到達の 場合は､ 発信側に利益が残存して い るの で ､ 決済は無効とする ことで 問題 はな
い
で あろう｡ 金額や相手方情報が変わ っ たために誤 っ て資金が移動した場合に は､ 善意
の
利得者が資金を費消して しまうことがあるためそ の 損害の負担が問題となる ｡ 決済当事
者 の 一 方が金融機関の場合はEF Tの場合と同様に通常損害の みを金融機関側に負わ
せ
る べ きで で ある ( 注2) が ､ 決済当事者が いずれも消費者で ある場合に は決済を無効と
し､ 不当利得回収の リス ク は発信者側が負うとするほかな い で あろう (注3) o
② 電子決済q)コ ス ト ･ ユ ニ バ
ー サル アクセ ス
紙幣や貨幣にも製造 ･ 流通 コ ス トがかかるが ､ それは通貨の 価値の 僅かな
一 部分とし
て 政府支出により負担される ｡ しかし､ 電子決済とりわけ電子 マネ
ー が民間の 提供主体
に よ っ て提供される場合に は､ セ キ ュ リティ シス テ ム ､ I C カ
ー ドシス テ ム ､ 認証 シ ス
テ ム 等の 利用 コ ス トが必要で ある｡ ク レジ ッ トカ
ー ドの利用に関して も加盟店が決済金
額の 一 定率の手数料をカ ー ド会社に対して 支払わなければならない ことから､ 導入を見
送 っ たり､ 小額の取引に適用 しなか っ たりとい うことが生じて いる o 電子マ ネ
ー シス テ
ム に つ い て も同様の 問題が生じうる o 電子化に よる利便性
･ 効率性の 向上に見合 っ た コ
ス トで なければ実用化しないと い っ て よい ｡ また､ 消費者の側から見ると ､ こ
の はか に
電子マ ネ ー を通貨として 利用できるようにするために は､ そ の 取得､ 使 臥 襲換と
いう
行為が低廉な コ ス トで全国どこで もに簡易にできる環境が整 っ て いる必要があ
るo これ
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も広義 の コ ス トの 問題 で あるが ､ ユ ニ バ ー サ ル アクセ ス の保証と い う こと もで きよう ｡
こ の 問題 は具体的な シ ス テ ム の 実験実証を通 じて検証され る こ ととなろうが､ セキ ュ
リ テ ィ を確保 しっ っ コ ス トを削減すること は極めて 困難な課題 で ある｡ 運営 コ ス トの低
描 (紙幣や貨幣に つ い て は事実上ゼ ロ) の た めに は､ IC カー ド等の ハ ー ドを利用 しな
い シス テ ム で ､ か つ 交換 の 必要性がな い単 一 の発行主体に よ る ことが望ま しい ｡ 高度な
水準を要求され る認証 コ ス トは政府支出に頼らざるを得ない と考え られる ｡
ユ ニ バ ー サル ア クセ ス の確保の 観点か らは､ 誰で も加入が可能な公衆通信用 の情報通
信ネ ッ トワ ー ク (電話網､ I SD N網を意味する. ) 上で 電子 マ ネ ー を提供 ､ 流通 ､ 交
換等が可能なシ ス テ ム であ ることが必要で あり､ 通信コ ス トと の関係で ､ 発行主体が全
国的に アクセ ス ポイ ン トを用意で きる ことが望ま しい ｡ また､ 認証機関も同様である ｡
こ の 点か らは､ 既に全国に決済ネ ッ トワ ー クを有して いる金融機関や情報通信事業者が
発行主体と して は適して い る｡
③ 利用者の 匿名性
利用者が電子マ ネ ー を使用 した場合に電子認証上の必要性か ら､ 匿名性が失われる こ
とが想定される｡ ブライ ン ド署名と い うような匿名の ままで認 証する技術を採用 しな い
限り､ 個々 の電子決済の 際に相手方に送金者の I D が知られる こととな る｡ これ は､ 現
在の 現金決済の 匿名性と大きく異なる点であり､ 誰が誰 にいくら支払 っ たか という情報
が シス テ ム的に は把握可能となるo 官公庁をはじめと して ､ ク レ ジ ッ トカ - ド会社 ､ 金
融機関､ 電気通信事業者等消費者情報の 集積が予想され る機関にお い て は､ 従来から消
費者の プライ バ シ ー の 保護の ための 措置が講ぜ られ てきた . 電子決済や電子 マ ネ ー が実
用化される場合に は､ そ の 他の 営業者 に対 して もプラ イ バ シ ー の保護が求められ なけれ
ばな らない ｡ 我が国で は個人情報保護法が民間分野を対象に して い ない と いう問題点が
あり､ 立法を含めて適切な対処が今後必要とな っ て こよう ( 注4) 0
④ 犯罪捜査等
電子取引 一 般にも言え る こ とであるが､ 電子決済は暗号に より通信回線上で行われる
こ とか ら､ 犯罪捜査や税務調査が困難に なる とい う問題があり､ 遵法な取引や資金の授
受､ 遵法に取得した資金の洗浄 (マ ネ ー ロ ンダリ ング) ､ 遵法な海外へ の 資金移動など､
犯罪行為又 は犯罪行為に関連 した取引に シス テ ム が悪用される ことが懸念されて い る｡
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特に匿名性を有する電子マ ネ ー が国際的に導入される場合に はそ の 危険性が高まる ｡ こ
れに対して ､ 電子決済の 記録性に着目して ､ 個々 の 取引を監視する シ ス テ ム や ､ 暗号鍵
の預託制度により､ 捜査 の 必要があ る場合に電子取引情報の 解読を認める シス テ ム が提
唱されて い る｡ ③の プライ バ シ ー の 問題と裏腹の 関係にあるが ､ 個人 の プラ イ バ シ ー の
保護に留意しつ つ も法律で定め られた要件を満た した場合に限り ､ 捜査機関が電子マ ネ
ー の 発行主体､ 認証機関等を通 じて犯罪等の捜査が可能となるような制度的措置は検討
する必要があろう (注 5) 0
⑤ 国際的調和
電子決済が国境の観念 の 薄い情報通信ネ ッ トワ - クを利用する以上､ 国際的な広がり
をもつ こ とは当然想定される ベ きで ある｡ これまで ､ 各種の 観点から制度的整備の 必要
性を述べ て きたが､ 国際電子決済を円滑に進めるために は､ 電子認証 シス テ ムや電子マ
ネ ー の 発行に関して国際的な制度の 調和が求められる｡ プライバ シ ー や犯罪捜査に関し
て も同様で ある ｡ 制度的に不備の ある国や地域があれば ､ そ こ を経由する こ とに よ っ て
プラ イ バ シ ー の 侵害や犯罪関連の 取引 ･ 資金移動が可能となる ｡ こ の点は非常に重要で
あるが ､ 現時点で はリテ ー ル電子決済 シス テ ム自体が検討期にあり ､ 未だ本格的に国際
機関で検討されて い る状況にない ｡ 従来か らOECD におい て 暗号政策に 関して主と し
て 安全保障と犯罪対策の面か ら議論がなされてきた ( 注6) が ､ 電子決済の 国際ル ー ル
に関して も国際機関 レベ ル での 検討を開始する必要があろう (注7) ｡
(注 1) 意思 表示 の 畷疲 や 行為能力 の 問題 は 基 本的 に は電子 取引
一 般と 同様 に考 え る こ
と が で き る ｡ ただ し ､ 原 因 関係 た る 契約 の 締結と 異 な っ て ､ 資金 の 決 済 はそ れ自体
は手段 で あ ると 考え る と ､ 民法 の 一 般原則 の 適 用 を 制 限 して もよ い と考 え る 余地 が
あ る ｡ しか しそ の 場合 に は 立法が 必要 で あ る ｡ (前掲岩原 ｢電子資金移 動 (E F
T) 及び振込 ･ 振替取 引 に 関 す る 立法 の 必 要 性(8)+ ジ ュ リ ス ト1 0 9 2号 8 5 - 8
9 貢参照)
(注 2) こ の 場 合に も米国 E FT 法 の 5 0ドル ル ー ル の よ う に ､ 消費者側 に も
- 定 の 小
額を 限度と して 負担を 求め る こ とが可 能で あろ う ｡
(注､3) 本文
の 記述 は決済当事者 の 間 に情報通信事業者が い る 三 者構成 を前提 と して い
る o こ の ほ か に 金融 機関 な どが 間 に 入 っ て い る 場 合に は ､ い わ ゆ る 資金 返還 保 証 の
原 則 を 採 用 して ､ 発 信者が仲介 した 者に 決済 金 ( 及 び利 息) を返還 請求 しう る こ と
と し ､ そ れ を順 次繰 り返 して 事 故 の 生 じた決 済 プ ロ セ ス の 直前 の 者ま で 返 還義務 を
L 負 うと す べ きで あ ろ う o ( 前掲岩原 ｢電 子 資金 移動 (E F T )及 び 振込
･ 振替取 引
に 関 す る 立 法の 必 要性(5)+ ジ ュ リ ス ト1 0 8 7号 1 36 - 1 3 9頁参 臥)
( 注4) プ ライ バ シ - 保護 の 必 要性 に つ い て は ､ 前 掲 ｢暗号 政 策 と電 子 現 金+ 4 4頁 ､
前掲 ｢電 子 決済 研 究 会報告書+ 2 2頁 参照
( 注5) 犯 罪対策に つ い て は ､ 前掲 ｢暗号 政策と 電子 現 金+ 2 9頁 ､ 前 掲 ｢電 子 決済 研
究 会報告書+ 2 2貢 参照
( 注6) OE C D閣 僚理 事会 は 1 9 9 7年 3月 2 7 日 に｢O EC D 暗号 政 策 ガイ ドラ イ
ン+ を勧告と して 採択 した ｡ ガイ ドラ イ ン は 8 原 則 か ら成り ､ 暗号 使用 の 自由と市
場主導 に よ る 暗号 の 開発 ､ 暗号手法の 標準化 の 推進 ､ 国 際的調 和 の 必要性を前面に
出 し つ つ も ､ プ ラ イ バ シ
ー の 保護の 必要性や合法的ア クセ ス の 可 能性も盛 り 込ん だ
-
- 31-
内容と な っ て い る ｡
( 注7) 1 9 97 年 度 の 先 進 国 首 脳 会議 (サ ミ ッ 卜) で の 議 題 と し て 取 り上 げ られ る 可
能 性 が 韓 じ られ て .t＼ る o
Ⅲ 高度情報通信社会に おける金融サ ー ビス ー 結びに代えて -
本稿で は ､ 情報通信ネ ッ トワ ー クを通 じた電子取引ある い は電子決済を導入する に際
して の 法的課題 に つ い て検討を加えて きた ｡ こ こか ら明らかとな っ てきた こ と は ､
一 言
で言えば書面主義､ 対面主義を前提と して きた従来の取引に係る法制度は新たな電子社
会に対応す るた めの 変容を迫 られて い ると い う こ とである｡ 情報通信手段を利用 して ､
電子デ ー タ の やり取りを行う こ とによ り､ 全く書面の交換を必要と しない 取引 ･ 決済 シ
ス テ ム を構築するため の制度を整備する必要が ある ｡ より具体的に は､ 書面性､ 対面性
を要件とする取引制度の 改正 ､ 手続､ 記録等の電子化電磁媒体化の 容認 ､ 電子認証 シス
テ ム の 制度化､ そ して ､ 取引を完結する決済シ ス テ ム の電子化が求められて い る ｡
もちろん ､ ハ ー ドな媒体を全く不要とする電子取引シ ス テ ム が 直ちに実現する ことは
･
期待できない ｡ 法制度の 問題を別として も情報処理端末や高速通信ネ ッ トワ
ー クは未だ
普及途上に ある上､ セ キ ュ リ ティ 技術､ 認証 シ ス テ ム もコ ス トの 問題も含めて確立 して
い な い からで あ る｡ 過渡的に I C カー ドの利用等オ フ ライ ン に よ る処理を介して セ キ ュ
リティ を確保せ ざるを得な い であろう｡ 特に電子マ ネ ー の 場合に は ､ 高度の セ キ ュ リテ
ィ や金融政策 ･ 犯罪対策上の配慮が必要で あり ､ 当面はIC か- ド型の 小口 の電子 マ ネ
ー の 導入に 限定されざるを得ない と見られる｡ ネ ッ トワ ー ク型で ソ フ トベ ー ス の電子 マ
ネ ー の 実現に は多大の 時間と労力が今後も投入 される必要があ る ｡
そう い っ た現実的な様々 な条件や課題があるとい う ことは十分に念頭に置くと して も､
電子取引 ･ 電子決済の 実用化は従来の 文化､ 社会､ 経済に多大な影響を及ぼ しうる ｡ と
りわけ金融サ ー ビス 分野で は金融業の 電子化 ･ 情報通信産業化が急速に進むもの と想定
される｡ 預金の受入れ ､ 資金の貸付 ･ 運用 ､ 送金 ･ 決済と い っ た金融サ ー ビス は､ もと
もと ｢物+ や ｢人+ を対象とするの で はなく､ ｢信用+ に裏付けられた金銭若 しく は金
銭に 関する ｢情報+ の 交換作用がそ の 本質である ｡ 既に述べ たように通貨自体も政府の
信用に支え られて い なければ 一 片の紙切れに過ぎない ｡ 電子決済も金融機関相互 の 信用
の上に始めて成り立 つ もの で ある｡ 金融商品もどの経済主体に どれだけの 信用があり､
どの経済取引に どれだけの リス クが あるかを的確に把握して設計 し､ 資金 の 需要と供給
を結び つ けるもの で ある ( 注1 )｡ したが っ て ､ 従来通貨による金銭自体の受入れ ､ 運
送 ､ 払出しの ために必要とされた ､ 金融機関の 支店･･ 営業所､ 現金預払機等 - - ドな施
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設 (労働力を含む o ) は､ 完全に電子化された金融サ
ー ビス におい て は必ずしも必要と
されず､ む しろ コ ス ト圧迫要因となりうる o 店舗の ない金融機関が可能となる (注2) ｡
言い換えれば金融サ ー ビス は本質的に は情報媒介と情報提供を行う産業で ある こ とが明
らか にな っ てくるで あろう｡
そ して ､ 電子取引 ･ 電子決済が実現 した社会におい て は､ 金融機関に求められるもの
は､ 第 一 に はそ の 信用の 維持と消費者保護対策で あり､ そ の 中に は金融機関間の 相互接
続性 ･ 相互運用性､ ユ ニ バ
ー サル性及 び国際性の 確保が含まれる こととなろうo これ ら
はリテ ー ル電子決済 シス テ ム 実現の た めの課題で述 べ たところと符合する o 電子決済シ
ス テ ム の推進が金融機関の ネ ッ トワ ー ク化の
一 環とい う捉え方を超えて金融機関自体の
電子化と同等の意味を有するもの であることを暗示して い るとい う ことができようo
( 注1) 将来 的 に は金 融機 能 が ア ン バ ン ドリ ン グ化 さ れ て ､ 金融 仲介機 能
と 決済 機 能 に
分か れ ､ 決 済機 能が 電子 化 さ れ ると ､ 金 融仲介機能が 情報提 供 サ
- ビ ス 機 関 に 他 な
ら なく な る こ と を示 した も の と して ､ 城 内昭義 編 著 ｢金 融 の 情報通信 草食+ 素洋経
済新報社1 9 9 6年参 照 ｡
( 注2) 既に 米国 で はイ ン タ ー ネ ッ ト上 の み に 存在す る サイ バ
ー 銀 行が 存在す る o 例え
ば ､ カ リ フ ォ ル ニ ア 州 の フ ァ
ー ス ト パ - チ ャ ル ホ - ル デ ィ ン グ社な ど o
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